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1．はじめに 

 
有機フッ素化合物（以下、PFAS）は、撥水・撥油性、熱・

化学的安定性等の物性を示すことから、金属メッキ処理剤、

水成膜泡消火剤および調理用器具コーティング剤等の幅

広い用途で使用されている。PFASに明確な定義はないが、
およそ数千種類の物質が特定されており、その管理の在り

方について国際的に議論されている。 
PFASの中でもペルフルオロオクタンスルホン酸（以下、

PFOS）とペルフルオロオクタン酸（以下、PFOA）および
ペルフルオロヘキサンスルホン酸（以下、PFHxS）につい
ては、過去に幅広く使用されてきたが、有害性や高い環境

残留性等をふまえて、残留性有機汚染物質に関するストッ

クホルム条約（POPs条約）の対象物質として国際的に製
造および使用や排出が制限されている。PFOSとPFOAの
直鎖型イオンの構造式を図-1に示す 1)。いずれの物質も炭

素とふっ素が直鎖型で多数結合しており、末端がスルホ基

かカルボキシル基の構造となっている。 
環境中の PFOSおよび PFOA については、2020年に水

道法の水質管理目標設定項目に位置付けられ、水環境に関

する指針値（暫定）（PFOSとPFOAの合算で50 ng/L）が
設定された。また、PFHxSについては、2021年に水質汚
濁に係る環境基準の要調査項目として選定された。環境省

が実施した 2020年度の有機フッ素化合物全国存在状況把
握調査 2)では、調査を実施した 143地点のうち、21地点で

指針値（暫定）を超過する値が検出され、PFOS および
PFOA が環境中に広く存在することが確認された。一方、

都道府県等も地域の実情に応じて調査を実施している。 
PFOSおよびPFOAで汚染された土壌の処理事例は、ス

ラリー化した掘削土壌に対して資材を混合することによ

る泡沫連行および吸着に伴う洗浄処理がある 3)。また、原

位置処理として、酸化剤を注入した後に地盤内を加熱する

こと 4)やPFAS汚染土壌がアルカリ環境で液相に移行しや
すくなるという特性を利用したアルカリ資材と酸化剤の

併用 5)によって処理効果を促進する技術もある。その他に

キャビテーションによる処理 6)、活性炭による地下水の処

理などが挙げられる 7)。 
著者らは、PFASのうち、主にPFOSとPFOAによる汚

染土壌・地下水の処理技術を検討している。検討技術は、

汚染土壌・地下水のいずれに対しても適用できるように、

PFASの多くが地盤内において土壌から地下水に移行しや
すいという特性 8)を有するという点に着眼している。また、

より低コストで低環境負荷な処理技術の開発を目指して

おり、汚染土壌・地下水からPFASを分解・除去する技術
だけでなく、濃度低減や敷地外への汚染拡大防止技術など

を開発中である 5)。 
本稿では、汚染拡大防止対策として汚染土壌からの

PFAS溶出を抑制する不溶化処理と汚染地下水を敷地外へ
拡大させない透過性地下水浄化壁を検討しており、各処理

技術に関しての室内試験結果を報告する。 

図-1 PFOSとPFOAの構造式（直鎖型イオン）1) 
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2．開発技術の概要 

2.1 不溶化処理 

 

汚染物質の不溶化処理は、掘削した汚染土壌を現地で不

溶化するオンサイト処理と汚染土壌を掘削せずに不溶化

処理を行う原位置処理（図-2）がある 9)。前者は、掘削土

壌に対して不溶化資材を混合した後に埋め戻しまたは場

外へ搬出する方法であり、後者は、地盤内の汚染土壌と不

溶化資材を建設重機によって混合攪拌 10)するか井戸や裸

孔等から不溶化資材を地盤に浸透させるものである 11)。 
PFAS汚染土壌に適用できる不溶化資材について、国内

での報告例はないが、ふっ素及びその化合物に適用される

不溶化資材は複数の事例が報告されている。大山らは酸化

マグネシウムを添加することで不溶化処理した事例を報

告している 12)。高橋らは鉄鋼スラグ含有ふっ素に対して

アパタイト処理を行い、フルオロアパタイトの形成による

鉱物学的不溶化を検討しており、カルシウムやリン酸の添

加量が多いほどふっ素の溶出濃度が減少することを示し

た 13)。亀井らは半水石膏に含まれるアルミナ、酸化カルシ

ウム、硫酸カルシウムの水和反応で生成されるエトリンガ

イトと高炉セメントB種により不溶化処理を行った 14)。 
本検討では、実際の汚染サイトにおける不溶化処理施工

中の重機作業および処理後の掘削・積込などのハンドリン

グ性確保を勘案して、不溶化および固化の両方の効果を有

する資材を選定することとした。そこで、過去の事例も踏

まえて、カルシウム系 15)およびマグネシウム系 11)の資材

を用いた不溶化処理の適用可能性を探索した。ただし、

PFASのC-F結合を切断するためには、ふっ素の高い電気
陰性度と C-F 結合の短い原子間距離によって、高エネル
ギーが必要である 16)。そのため、フッ化カルシウムやフッ

化マグネシウムなどの難溶性の化合物への形態変化は期

待できない。一方、正に帯電した媒体と陰イオン性PFAS
の間には静電引力が形成され、陽イオンの架橋効果も静電

引力とみなすことができる。また、陽イオンは、有機物よ

りも吸着性が高いことから PFAS の土壌からの溶出を抑
制できる 17) , 18)。さらに、粉末活性炭は PFAS の吸着性が
あることが知られている 19)。そこで、本稿でのPFAS汚染
土壌の不溶化処理は、陽イオンと粉末活性炭の吸着および

固化を期待して検討するために、PFAS溶出抑制と強度発
現の効果を確認した。 
 
2.2 透過性地下水浄化壁 

 
 透過性地下水浄化壁は、壁を通過した汚染地下水に含ま

れる PFAS を構築した壁に含まれた資材に吸着させるこ
とで敷地外等へPFASの拡大を防止する技術である。本技
術は、施工方法によって置換型と注入型の 2 種類に分け
られる。前者は、掘削した地盤に周辺地盤よりも透水性が

高い吸着資材を充填することにより、図-3 のように地下

水汚染を拡大させない範囲の地下水流向下流周縁に壁を

構築する。後者は、微細粒子をスラリー化した吸着資材を

井戸から注入することにより、地盤内にPFAS吸着性の壁
を構築する技術 11)である。本技術は、井戸から資材を注入

することで地盤の透水性が低下するため、対策範囲全周に

浄化壁を構築する。 
 本稿では、PFASの吸着性が高い活性炭を主として、ゼ
オライトを併用した透過性地下水浄化壁を検討した。吸着

資材として活性炭を使用する場合は、PFASの吸着性を有
するとともに、PFAS以外の物質も吸着することに留意す
る必要がある。つまり、多種多様な物質が多く含まれる地

下水等を対象とする場合に、活性炭のPFAS吸着容量が低
下する可能性が考えられる。そこで、PFAS以外の物質に
対して吸着性が認められるゼオライトを併用することで、

活性炭のPFAS吸着容量を増加させる技術を開発した。 
 
3．試験方法 

3.1 不溶化処理 

 

不溶化処理の適用性は、模擬汚染土壌を使用して検討し

た。模擬汚染土壌は、所定量の土壌とPFAS試薬で調整し
た所定濃度（合計 200,000 ng/L、PFOS/PFOA：各 100,000 
ng/L）の溶液を振とうすることで作製した。振とう方法は、
液固比10の条件において、環告18号の条件で24時間振

汚染物質の拡大を浄化壁で防止 

汚染地下水 清浄な地下水 

図-3 透過性地下水浄化壁イメージ図 

図-2 原位置不溶化処理 施工イメージ図 
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とうした。振とうした後は、遠心分離（1,000G、5 分間）
を行い、土壌と溶液を分離し、分離土壌を模擬汚染土壌と

した。土壌は、市販の真砂土（香川県産）を2 mm未満に
篩分けした。試薬は、WAKO製の純度95%を使用した。 

不溶化処理の効果は、土壌からのPFAS溶出の抑制効果
と処理土壌の強度発現を確認することで確認した。不溶化

処理は、カルシウム系またはマグネシウム系の資材と固化

材、吸着材を併用して、汚染土壌と混合した。使用した資

材は、カルシウム成分として消石灰、マグネシウム成分と

して酸化マグネシウム、固化材として高炉セメント B 種

もしくは半水石膏、吸着材として粉末活性炭である。ここ

で、地盤と資材を混合させる原位置不溶化処理を想定した

場合と、土壌と資材を均一に混合するために、混合資材に

水を加えることでスラリー化させた。水の添加量は、施工

時にスラリー状態を維持できる条件を想定した上で決定

した。 
表-1に試験ケースを示す。表-1のBL(Ca)は、カルシウ

ム系資材（ケース①～③）で用いた模擬汚染土壌の資材混

合無しケースである。一方、BL(Mg)は、マグネシウム系
資材（ケース④⑤）で用いた模擬汚染土壌の資材混合無し

ケースである。試験は、模擬汚染土壌 20 g に対してスラ
リー化させた資材を混合し、この資材混合土壌（処理土壌）

を屋内（室温 20℃）で 7 日間養生した後に分析試料土と
して使用した。 
強度発現試験は、不溶化処理と同様に2 mm未満の真砂

土または粘性土と各種資材をスラリー化させて混合した。

処理土壌は、直径5 cm×高さ10 cmのモールドに充填し、
7日間養生した後、円筒形モールドから脱型した試料体を
用いて強度発現について確認した。 
円筒形モールドへの充填方法は JGS0821（安定処理土の

締固めをしない供試体作製）に、一軸圧縮試験は JGS0511
（土の一軸圧縮試験方法）に準拠した。また、脱型時に試

料体が自立しなかった場合は、強度発現を確認するための

一軸圧縮試験を実施していない。なお、一部の試験ケース

は、処理地盤の透水性を評価するための飽和透水試験（JIS 
A 1218）を実施した。 

 

3.2 透過性地下水浄化壁 

 
 透過性地下水浄化壁に用いた吸着材料として、粉末活性

炭、ゼオライト、粉末活性炭＋ゼオライトの3ケースを想
定し、それらに対してPFASの吸着量をシリアルバッチ試
験で確認した。シリアルバッチ試験とは、繰り返しバッチ

試験を示しており、所定濃度に調整した溶液を複数用意し、

溶液に対象とする吸着材を添加・混合し、固液分離した吸

着材を新たな溶液に添加・混合する作業を繰り返すことで

吸着材の吸着容量を確認するための試験である。 
試験に使用した溶液は、採取した河川水にPFAS試薬を

所定濃度（合計200,000 ng/L、PFOS/PFOA：各 100,000 ng/L）
で添加することによって模擬汚染水とした。吸着材は、粒

状活性炭のみとゼオライトのみ、粒状活性炭とゼオライト

の併用（重量比1:1で混合）の3種類で検討した。試験は、
固液比100（溶液：吸着材＝75 g：0.75 g）として、100 rpm
で 10分振とうした後に、ペーパーフィルターで固液分離
を行った。振とう速度と振とう時間は、振とうに伴って吸

着材が破壊されずに溶液と吸着材が十分に混合できてい

ると想定される値で設定した。分離した試料を溶液（模擬

汚染水）に投入し、振とうおよび固液分離を行い、これを

5回繰り返した。固液分離した後の溶液は、PFOS/PFOAの
分析試料とした。また、試験前後のPFAS以外の代表物質
（ナトリウムイオン：Na+、カリウムイオン：K+、カルシ

ウムイオン：Ca2+、マグネシウムイオン：Mg2+、塩化物イ

オン：Cl-、重炭酸イオン：HCO3
-、硫酸イオン：SO4

2-、硝

酸イオン：NO3
-）を分析し、ゼオライトを併用することに

よるPFAS以外の吸着特性を評価した。 
 
3.4 分析方法 

 
不溶化処理の土壌溶出量は、環境省が示した土壌中の

PFOS、PFOA及びPFHxSに係る暫定測定方法（溶出量試
験、含有量試験）20)を適用した。透過性地下水浄化壁の試

験で実施した溶液のPFOS/PFOA分析方法は、令和2年環
水大水発第 2005281 号および環水大水発第 2005282 号の
付表1（LC/MS/MS法）を適用した。 
 

表-1 不溶化処理の試験ケース 

 

土壌 消石灰 酸化マグネシウム 高炉セメントB種 半水石膏 粉末活性炭 イオン交換水

BL(Ca) 20 ー ー ー ー ー ー

① 20 0.6 ー 2.8 ー ー 6

② 20 0.6 ー 2.8 ー 0.05 6

③ 20 0.6 ー ー 2.8 0.05 3.4
BL(Mg) 20 ー ー ー ー ー ー

④ 20 ー 1.2 2.8 ー ー 6

⑤ 20 ー 1.2 2.8 ー 0.05 6

凡例名
g
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4．試験結果と考察 

4.1 不溶化処理 

 

図-4に表-1の試験ケース毎の土壌溶出量の結果を示す。

図中のBL(Ca)は PFOSが 2,750 ng/L、PFOAが 3,650 ng/L
であった。消石灰と高炉セメント B 種を混合したケース

①においては、BL(Ca)に対して PFOS が 64%、PFOA が

32%の抑制率（「1-土壌溶出量（資材混合ケース）/土壌溶
出量（BL）」（%））となった。 
酸化マグネシウムを用いたケースでは、BL(Mg)はPFOS

が 1,900 ng/L、PFOAが 2,000 ng/Lであった。酸化マグネ
シウムと高炉セメント B 種を併用したケース④で、

BL(Mg)に対して PFOSが 79%、PFOAが 45%の抑制率と
なった。 
消石灰もしくは酸化マグネシウムと高炉セメントもし

くは半水石膏に粉末活性炭を併用したケース②③⑤にお

いては、粉末活性炭の混合率が土量比の0.25%でもBL(Ca)
ならびにBL(Mg)に対してPFOSおよびPFOAが99%以上
の抑制率となった。また、半水石膏を混合したケース③で

は、高炉セメントを混合したケース②の pH（土壌環境分
析法）が12.4に対して 7.8と中性域での処理が可能となっ
たことから、処理地盤のpH環境への影響も低減できると
考えられる。 
カルシウム系資材と高炉セメント B 種または半水石膏

を混合することによる固化作用については、ケース①の不

飽和条件で2,306 kN/m2、飽和条件で1,326 kN/m2、ケース

③の不飽和条件で165 kN/m2、飽和条件で205 kN/m2とな

った。半水石膏の混合ケースにおいては、高炉セメントB
種を混合したケースに劣るものの、いずれのケースにおい

ても固化処理工法研究会が示す建設重機の作業地盤とし

て必要な強度の目安 100～200 kN/m2を満たしていること

から、十分な強度を確保できることが確認した。 
マグネシウム系資材による処理土壌の物理特性を評価

するために、スラリー化した資材（粉末活性体のみもしく

は粉末活性炭＋酸化マグネシウム＋高炉セメント B 種）

を真砂土か粘性土に混合した場合の試験を実施した。試験

結果を表-2 に示す。マグネシウム系資材に対しては、カ

ルシウム系資材で検討した一軸圧縮強度の固化効果に加

えて、固化後の処理土壌に対しての透水性も評価した。真

砂土および粘性土に対して、酸化マグネシウムおよび高炉

セメントB種を混合することで透水係数が10-9 m/secオー
ダーとなり、一軸圧縮強度も221 kN/m2、1,206 kN/m2と強

度発現が確認された。一方、土壌に対して活性炭のみをス

ラリー化した資材を混合した場合は、モールドから脱型で

きずに強度発現は確認されず、透水係数が10-4～10-6 m/sec
オーダーであった。また、カルシウム系資材を用いた処理

土壌の透水性に関しては、本稿で試験を実施していないが

マグネシウム系資材と同様の傾向になると考えられる。さ

らに、半水石膏を用いた評価に関しても今後検討する予定

である。 
 

4.2 透過性地下水浄化壁 

 
 透過性地下水浄化壁の PFOS/PFOA の試験結果を図-5

から図-7に示す。ここで、図-5と図-6は粒状活性炭もし
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図-4 不溶化処理の試験結果 

表-2 物理特性試験結果（マグネシウム系資材） 

単位 真砂土 真砂土 粘性土 粘性土

g 4,000 4,000 4,000 4,000

酸化マグネシウム g ー 240 ー 240

高炉セメントB種 g ー 560 ー 560

粉末活性炭 g 40 40 40 40

水 g 1,200 1,200 970 970

0.075~2mm % 85.4 76.5 14.5 15.0

0.005～0.075mm % 8.3 16.3 45.0 60.5

0.005mm未満 % 6.3 7.2 40.5 18.5

透水係数 m/sec 4.28×10-4 2.25×10-9 1.41×10-6 8.17×10-9

一軸圧縮強度 kN/m2 自立せず 1,206 自立せず 221

粒度
分布

混合
資材

試験
結果

土量

項目

- 20 -



くはゼオライトのみを使用した結果であり、図-7 は粒状

活性炭とゼオライトを併用した結果である。PFASの吸着
量は、粒状活性炭単独のケースと粒状活性炭とゼオライト

の併用のケースにおいて吸着試験を繰り返す（繰り返し回

数が大きくなる）につれて、低下する傾向にある。粒状活

性炭ならびに粒状活性炭とゼオライトの併用の PFOS 吸
着量は、繰り返し回数が 1 回目で PFOA よりも高い結果
を示していたが、2回目以降は PFOAの吸着量が大きい。
また、ゼオライトのみのケースでは、PFASの吸着はほと
んどみられなかった。 
繰り返し回数毎での粒状活性炭のみと粒状活性炭とゼ

オライトの併用によるPFAS吸着量を比較する。繰り返し
回数1回目において粒状活性炭のみの吸着量は、PFOSが
1,980 ng/g、PFOAが1,660 ng/gであった。一方、粒状活性
炭とゼオライトを併用した場合の吸着量は、PFOSが3,460 
ng/g、PFOAが 2,770 ng/gであった。繰り返し回数 2回目
から 5回目の粒状活性炭のみの吸着量は、PFOSが 300～
500 ng/g、PFOAが600～700 ng/gであった。一方、粒状活
性炭とゼオライトを併用した場合の吸着量は、PFOS が
230～690 ng/g、PFOAが700～1,400 ng/gであった。 
以上のことより、粒状活性炭とゼオライトを併用するこ

とでPFOSが1.4倍、PFOAが 2倍の吸着量となった。こ
の要因を検討するために、繰り返し回数 3 回目の吸着試
験前後において PFAS 以外で河川水に含まれている主要
な溶存イオン（Na、K、Ca、Mg、Cl、HCO3、SO4、NO3）

を測定した。測定結果をヘキサダイアグラムとして図-8

に示す。粒状活性炭のみを使用した結果と比較して、ゼオ

ライトを併用することで重炭酸イオン（HCO3
-）が20%程

度低下していることを確認した。また、他物質は、ほとん

ど変化していない結果となった。そのため、重炭酸イオン

などがゼオライトに吸着することで粒状活性炭の吸着容

量に対してPFAS吸着量が増加したと考えられる。  
 
5．まとめ 

 
 本稿では、PFAS で汚染された土壌・地下水に対して、
PFASの特性を考慮して開発した処理技術として、不溶化
処理と透過性地下水浄化壁を記載した。PFASの地盤内の
特性として、PFASの多くが土壌から地下水に移行しやす
いという特性 8)を有する。 
 不溶化処理に関しては、カルシウム系資材の消石灰およ

びマグネシウム系資材の酸化マグネシウムと固化材の高

炉セメント B 種もしくは半水石膏に加えて、吸着材とし

て粉末活性炭を微量混合することによって、PFOS/PFOA
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図-5 PFAS吸着試験結果（粒状活性炭） 
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図-6 PFAS吸着試験結果（ゼオライト） 
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図-7 PFAS吸着試験結果（粒状活性炭＋ゼオライト） 
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ともに土壌溶出量を 99%抑制することができた。また、半
水石膏によって、中性域での処理が可能になることを確認

した。さらに、処理土壌は固化処理工法研究会が示す100
～200 kN/m2を満たすことから、建設重機の作業地盤とし

ては十分な強度を確保できており、砂質系（真砂土）と粘

性土に対しても透水性が低下することを確認した。 
 透過性地下水浄化壁に関しては、粒状活性炭とゼオライ

トを併用することで、PFASの吸着容量が高まる結果とな
った。これは、ゼオライトがPFAS以外の物質を吸着させ
ることで粒状活性炭への PFAS 吸着容量が大きくなった
と考えられる。また、本稿では割愛しているが、上向流通

水カラム試験の結果でも粒状活性炭とゼオライトを併用

することで粒状活性炭の吸着容量が大きくなっているこ

とを確認している。 
 以上のことから、PFAS汚染土壌に対して、汚染拡大防
止技術として不溶化処理と透過性地下水浄化壁の適用可

能性を確認した。しかしながら、不溶化処理土壌の長期安

定性 21)、異なる土質の適用可能性などの課題は残ってい

ると考える。また、透過性地下水浄化壁についてもPFAS
吸着の耐久性の評価を行うとともに、吸着性を有する資材

をスラリー化した微細粒子に加工し、資材を井戸から注入

する技術についても検討する予定である。そのため、今後

も効率的な処理技術の開発および検討を進め、実サイトに

おける実証試験なども行いたいと考えている。 
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森林表土を利用した植生工の有効性と生産性向上に向けた遠隔操作施工
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キーワード：植生工、森林表土利用工、生産性向上、LIDAR、遠隔操作施工 
（Vegetation method、 Top soil utilization method、 Productivity improvement、 LIDAR、 numerical remote-control） 

1．はじめに 

本報告では与那国駐屯地開設にあたる基地造成工事に

おいて、表土を活用し植生工を実施した事例を紹介する。

また近年、建設業が進めている多様な労働環境構築や生

産性向上などを目的とした ICT活用の一環として、植生

工における遠隔操作施工の取り組みについて紹介する。 
与那国の様な離島では様々な地理的・物流的な制約条

件が生じるが、その中で貴重な生態系保全や島外に搬出

できない産業廃棄物の縮減は大きな課題の一つである。

与那国島は日本最西端の離島であり、台湾から約 111km
と非常に近接した場所に位置している。その地理的特性

から地政学的戦略拠点として防衛上重要な役割を果たし

ている一方、生物地理学的にも非常に重要なエリアに属

しており、郷土種の保全や珊瑚礁をはじめとする海洋生

態系の保護が求められる。さらに、与那国島は台風の経

路上に位置することが多く強風・豪雨が想定される。そ

のため、法面侵食防止だけでなく赤土流出防止対策とし

ても、植生工には高い耐侵食性能が必要となる。 
一般的に、切土や盛土の侵食防止を目的とする植生工

には、「外来草本」や日本由来の植物種子を中国などの他

国で生育させ、その種子を輸入した「外国産在来種」が

使用されている。しかし、これらは周辺生態系に与える

影響が大きく、与那国島の様に固有の生態系が形成され

ている地域には適さない。特に、現地に生息する郷土種

（工事周辺地域もしくは日本固有の植物）と交雑し、遺

伝的多様性に影響を与える可能性のある外国産在来種の

影響は大きいと考えられており、近年、使用を控える方

向性が示されている 1)2)。こうした場合、郷土種を購入す

る、もしくは工事周辺区域から種子を採取するなどの方

法が検討されるが、コストや調達量の面から適用が困難

となるケースが多い。 
森林表土利用工は土工事で活用が難しい表土を植生工

の生育基盤材として活用し、表土に含まれる埋土種子に

より緑化を図る工法である。そのため、現場発生材の再

利用という観点だけでなく、必ずしも種子を調達する必

要が無いため、生物多様性の面でも離島での植生工とし

て適している。与那国駐屯地においては、こうした状況

を踏まえ、植生基材吹付工である「カエルドグリーン工

法」が森林表土利用工として施工された。一般的な森林

表土利用工は生育基盤中に混合できる表土量は体積比で

10～20％程度であるが、「カエルドグリーン工法」は 60
～80％程度と非常に高い。さらに、生育基盤を団粒化さ

せて耐侵食性能を向上させており、与那国島に求められ

る植生工としての性能は一般的な植生基材吹付工や森林

表土利用工よりも優れている。そこで、本報告は与那国

島の施工結果や経過観察結果 3)から、「カエルドグリーン

工法」の有効性や課題などを提示する。 
また、与那国島の様な離島においては前述の生態系保

全や産業廃棄物の縮減といった環境面の課題に加え、働

き手の確保、作業員宿舎の確保といった課題も大きなも

のとなる。これらの課題に対応するためには、単位施工

量あたりの必要作業員数を減らすなどの生産性向上のほ

か、現場以外の場所から吹付機器を操作する遠隔操作施

工が有効になると考えられる。本報告では植生工の大容

量施工や遠隔操作施工の取り組みについても紹介する。 

2．与那国駐屯地の表土活用事例 

2.1 施工地概要 
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施工は2014年から2018年まで断続的に実施され、カ

エルドグリーン工法の総施工面積は約 96,000m2 となっ

た。与那国島は亜熱帯海洋性気候に属しており、温暖多

雨で気温の較差が小さいことが特徴である。施工箇所は

1:2.0 の盛土部と 1:1.2 の切土部であり、日中に法面が日

陰となるような条件ではなかった。周辺植生はイネ科草

本植物からなる草地とアダン林であった。表－1 は与那

国島の施工当時の気象や施工条件などを示したものであ

る。図－1 に施工時期の月別降水量の合計と月別平均気

温 4)を示した。一般的に、平均気温からみた植生工の施

工適期は春夏期では日平均気温が 10～25℃、秋期では

15～25℃とされている。与那国島は気象条件から、植生

工の施工適期は11月～4月であることが読み取れる。 
 

2.2 施工方法 
2.2.1 表土採取 
表土は2014年11月から2015年3月の間にバックホウ

で採取した。採取深さは 30～50cm である。採取したす

き取り土は、国頭マージ、沖積土壌を主体としたもので

リター層の厚さは概ね5cm未満であった。一般的な森林

表土利用工は表層 10cm 程度をすき取ることが多いが、

重機によるすき取りが困難なことから人力施工もしくは

施工能率が大きく低下する結果となり、表土採取コスト

が増加する傾向にある。カエルドグリーン工法は表土を

含む掘削土を生育基盤材として活用できることから、表

土採取コストを抑制できる。 
2.2.2 使用機械 

図－2、3は使用した吹付および生育基盤製造プラント

である。生育基盤製造プラントは必要な1日あたりの製

造量にあわせて選定することが可能で、与那国駐屯地に

おいてはミキサー容量が 0.5m3 と 1.0m3 のプラントを用

いて施工した。 
2.2.3 生育基盤の製造と吹付 
生育基盤の配合は事前配合試験を実施して決定する。

図－4は吹付状況、表－2は生育基盤の配合を示したもの

である。改良土は団粒剤や保水剤などを用いて表土を含

む掘削土を改良したものである。1m3 あたりの生育基盤

に使用する表土量は 0.7m3（ほぐし土量）となった。吹

付はロータリー式吹付機を用いて、人力による施工を行

った。吹付けた生育基盤の土壌硬度（山中式土壌硬度計）

が20mm前後となるように調整し、施工直後の降雨によ

る侵食を受けないよう管理した。 
 

2.3 緑化性能の検証 
2.3.1調査目的と方法 

場所 沖縄県八重山郡与那国町 

年間降水量 2232.8 mm   （2006～2015 年の平均値） 

年間平均気温 24.1 ℃     （2006～2015 年の平均値） 

年間平均風速 5.6 m/s     （2006～2015 年の平均値） 

地質 八重山層群、琉球層群 

周辺植生 草地（イネ科草本類）、アダン林 

施工面積 約49,000 m2 

のり面勾配 盛土部：1:2.0 切土部：1:1.2 

施工時期 2014 年11 月～2016 年3 月 

表－1 施工地概要 
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図－1 施工時期月別降水量合計値と月別平均気温 
 

改良土 有機質系

基盤材 
高度化成 
肥料 

緩効性 
肥料 

接合剤 
（粉体） 

0.8 m3 0.4 m3 4 kg 4 kg 1 kg 

図－2 0.5m3の吹付・生育基盤製造プラント 
 

図－3 1.0m3の生育基盤製造プラント 
 

図－4 吹付状況（分離型吹付プラント） 

表－2 生育基盤材の配合 

ロータリー式吹付機 

1.0m3ミキサー 

0.5m3ミキサー 
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表土を活用したカエルドグリーン工法の施工適期や緑

化性能を検証するため、植生調査を実施した。試験施工

箇所2箇所及び任意に選定した25箇所における法面全体

の植被率の他、施工地全体を踏査し、出現種を調査した。

なお、本調査は2014年11月～2016年3月までの施工箇

所約49,000m2に対して実施したものである。 
2.3.2 植被率 
施工面に対し植物が占める面積を示した植被率は植生

工の成績判定をする目安として使用されており、道路土

工指針の森林表土利用工の判定の目安では、施工適期を

3ヶ月経過した時点での植被率が10％以上となることが

1つの判定指標として示されている 5)。 
2014 年 11 月に実施した試験施工の植被率の推移を図

－5に示す。施工後3ヶ月の植被率は切土部で90％、盛

土部で70％以上となり、森林表土利用工判定の目安を満

足することが確認された。図－6 は試験施工および本施

工時の植被率と施工時期との関係を施工月別の植被率を

用いて作成したものである。本施工では3ヶ月経過して

も植被率が比較的低い箇所も見受けられたが、施工後 8
～10 ヶ月経過した 2016 年 3 月時点では全ての調査箇所

で50％以上の植被率となり、良好な植生となった。図－

7、8は調査地の全景を示したものである。図－6より、

2015 年11 月時点では、6～7 月に施工した箇所は5 月に

施工した箇所と比較し、植被率が大幅に低くなっている。

これは夏期の高温が発芽や生育に影響を及ぼしたと考え

られる。また、2016年3月時点では、施工時期にかかわ

らず、植被率が改善している。これは6～7月に施工した

調査区が施工適期を経たことによるものであり、3 ヶ月

以上の施工適期を経れば十分な植生が成立するものと考

えられる。 
2.3.3 出現種 
表－2 は調査の結果確認した出現種を示したものであ

る。種子を混合しない森林表土利用工において、生育す

る植物の種類や、種数は生物多様性の回復度合いを示す

図－5 試験施工の植被率の推移 

図－7 本施工の調査区の全景1 

図－8 本施工の調査区の全景2 

区別 種数 種名 

一年生草本 

（越年草含む） 
18 

アキノノゲシ、イヌビユ、エビスグサ、

オオバコ、オニタラビコ、オヒシバ、キ

ツネアザミ、コメツブウマゴヤシ、タカ

サブロウ、タチアワユキセンダングサ、

タネツケバナ、ツユクサ、テリミノイヌ

ホウズキ、ハイニシキソウ、ハルノノゲ

シ、ベニバナボロギク、メヒシバ、ルリ

ハコベ 

多年生草本 14 

イリオモテアザミ、カタバミ、ギシギシ、

ギョウギシバ、クマツヅラ、クワズイモ、

コウライシバ、シマツユクサ、シマノキ

ツネボタン、ススキ、チドメグサ、ツボ

クサ、ヒメキランソウ、ワルナスビ 

木本 3 アダン、ギンネム、ハマゴウ 

表－2 出現種の一覧 

図－6 植被率と施工時期との関係 

- 25 -



一つの指標となる。調査の結果、全体で35種類もの植物

が出現し、多様な植生となっていることが確認された。

また、調査区の多くは施工地周辺と同様にメヒシバやギ

ョウギシバなどのイネ科草本類が優占しており、周辺植

生へ早期に近づいていることが確認された。 
 
2.4 耐侵食性能の検証 
図－8 は試験施工箇所の時間降水量の最大値と日降水

量の履歴を示したものである 4)。なお、30日経過後の植

被率は 5％であり、耐侵食性能には影響を及ぼしていな

い。期間中の時間降水量の最大値は 76mm、日降水量の

最大値は 89.5mm を示したが、生育基盤の補修が必要と

なるような侵食は確認されなかった。 
本施工時期である2015年の8月～9月には二つの台風

（13号、21号）が到来した。施工地周辺の時間降水量の

最大は 49mm、日降水量合計の最大は 302.5mm、最大瞬

間風速の最大は63.8mを記録した。カエルドグリーン工

法の被害は降雨や強風による生育基盤の侵食・剥離であ

ったが、そのほとんどは植被率が低く生育基盤が植物で

覆われていない箇所に被害が集中した。試験施工時の時

間降水量の最大値よりも低かったにも関わらず、侵食が

生じたのは日降水量による影響が大きく、生育基盤の含

水比が長時間の降雨により上昇したためだと考えられる。

前述した台風以外の降雨では生育基盤の侵食や剥離は確

認されず、与那国島の気象条件に対してもカエルドグリ

ーン工法の生育基盤は十分な耐侵食性を有していたと考

えられる。 
2.5 現場発生材（表土を含む掘削土）の使用量の検証 
表－3 は 2015 年 5 月から 2016 年 3 月までの表土の累

計使用量を示したものである。生育基盤中1m3あたり約

0.7m3のほぐし土量を使用したため、約1,470m3の現場内

再利用が可能となり、島外搬出に要する産廃処理費用を

大きく低減できた。この数値は実測ではなく計算上のも

のであるが、吹付ロス量まで考慮すれば少なくも表－3
で示した数値を再利用できたと考えられる。また、図－9
は島内に海上運搬する必要のある材料使用量（パレット

数量）を一般的な植生基材吹付工と比較したものである。

計算上の算出数値ではあるが、カエルドグリーン工法は

植生基材吹付工と比較し約 74％の低減が可能であるこ

とを確認できた。気象条件や運搬船により大きく左右さ

れる海上運搬量を低減することは、円滑な工事の進捗に

貢献すると考えられる。 
2.6表土活用の留意点と課題 
2.6.1 表土採取と保管 
表土は表層数 cm～10cm 程度の層であり、植物の種子

を含む未分解の落ち葉などの有機物や腐植の多い鉱質土

壌である。有機物が含まれているため、植生工の生育基

盤として非常に優れている一方、盛土などの土工事には

不適である。バックホウを用いて表土を含む掘削土を採

取する方式は経済的な観点などから、大規模な造成工事

に適している。ただし、保管用地の確保や採取工程が本

工事の工程と密接に関係することから、設計段階から十

分に検討する必要がある。 
2.6.2 篩い分けによる異物除去 
バックホウによる表土を含む掘削土の採取において、

掘削土に多量の礫が含まれている場合、篩い分けが必要

となる。これは掘削土を植生基盤として活用するために

はミキサーを使用した改良工程が必要であり、礫がミキ

サーの撹拌に支障をきたすためである。また、吹付工と

して使用するためには20～30mm以内の篩い分けが必要

となる。ただし、与那国駐屯地では礫の含有量が少なく、

改良前の篩い分け作業は必要とはならなかった。また、

カエルドグリーン工法は 30cm 程度の人頭大の礫が含ま

れている場合には、スケルトンバケットによる篩い分け

が必要となるが、改良前の20～30mmの篩い分けのため

に、篩い分け機、破砕機などの大型機械設備を別途設け

る必要は無い。これは、改良工程で表土を含む掘削土を

スラリー化した後に篩い分けをする工程を含んでいるた

めである。この工程により、混入した20～30mm以上の

礫は振動篩い機により分別され、生育基盤材に含まれる

ことなく分別される。 
2.6.3 森林表土利用工の植被率 
道路工指針の森林表土利用工の成績判定の目安 5)では、

施工後3ヶ月の植被率10％を一つの指標としている。こ

れは、外来種よりも緩慢な埋土種子の発芽特性や、購入

種子を用いた一般的な植生工よりも、種子の混入量が少

施工体積（A） 
施工体積1m3当たりの

ほぐし土量（B） 

使用量 

（A×B） 

約2,100 m3 約0.7 m3 約1,470 m3 

表－3 表土の累計使用量 

図－8 試験施工時の時間降水量と日降水量 

試験施工完了日 2014年11月21日 

図－9 運搬パレット数量の比較 

2,100m3で比較 
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なくなることなどが大きく考慮されている。与那国の様

な離島工事においては、生育基盤材が侵食されることに

より、赤土の流出が大きな問題となる。施工適期での施

工が第1手段として求められるが、工程管理上、困難な

ことが多い。植被率が低い状態が長期間続いた場合、そ

のリスクが大きくなるため、補足的な追加種子混合によ

る早期の植被率向上や、カエルドグリーン工法のように

耐侵食性に優れた基盤を用いるなどの対策を検討する必

要がある。図－10は吹付けたカエルドグリーン工法の生

育基盤と地山を浸水させ、比較したものである。カエル

ドグリーン工法の生育基盤は団粒化作用により土粒子が

溶け出さないことが確認できる。 
 

3．植生工の大容量化と遠隔操作施工への取り組み 
 
3.1 大容量化と遠隔操作施工に伴う機械化 
一般的な植生基材吹付工で用いられる吹付けシステム

はモルタル吹付工に適用するものとして日本に導入され

たもので、それ以来人力作業が標準となっている。図－

11は吹付プラントを示したものである。安全性や生産性

向上のため、トンネル吹付工事や諸外国での吹付工事に

おいては、ロボット施工が導入されているが、植生基材

吹付工においては、未だ人力作業が主流であり機械化施

工が進んでいない。これは、日本特有の狭隘であり種々

の形状となる施工条件が一つの要因となっていることが

考えられる。冒頭で述べたように、働き手の確保、作業

環境・生産性の向上は建設業が直面している喫緊の課題

であり、植生工においても取り組むべき課題である。こ

れらの課題に対し、人力施工から脱却する機械化施工へ

の取り組みは必須であり、機械化施工を用いて大容量施

工や遠隔操作施工に取り組む必要がある。 
 

3.2スロープセイバーの概要と生産性向上効果 
「スロープセイバー」は機械化施工により、法面吹付

工事の生産性向上を目的として開発された工法である
6)7)。図－12に工法概要を示す。2段法面まで施工可能な

C-17 型と 1 段法面までの施工が可能な C-08 型の吹付ア

タッチメントを有し、材料供給は大容量施工に対応する

ため、ロータリー式吹付機と強制2軸ミキサーを用いた

プラントを使用する。また、ベースマシンは 0.8m3 のバ

ックホウを標準としている。人力法面吹付作業が不要と

なるため、材料吐出量を大幅に増加させることが可能と

なる。開発当初は大容量コンクリートポンプを用いたモ

ルタル吹付への適用を図っていたが、近年では植生基材

図－10 浸水させたカエルドグリーンの生育基盤 

カエルドグリーン 地山 

図－11 一般的な吹付プラント 

図－12 スロープセイバー概要（植生工） 

図－13 スロープセイバー吹付状況 

図－14 スロープセイバーの生産性向上効果 
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吹付工の大容量化による生産性向上にも取り組んでおり、

人力吹付けの約 2 倍の吐出量を実現している 8)。カエル

ドグリーン工法への適用も進めており、「スロープセイバ

ー」を使用することで約3～5倍の吐出量で施工できるこ

とを確認している。図－13 はカエルドグリーン工法に

「スロープセイバー」を適用したものである。図－14は
その生産性向上効果を示したものであり、1 日当たりの

作業員数がほぼ同等でありながら、吐出量が大きく増加

することから1日当たりの施工面積は約3倍になること

が期待できる。 
 
3.3 リアルタイム吹付厚計測システム 
法面吹付工事において吹付厚さは重要な管理項目であ

る。出来形計測としてだけでなく、施工中の適正な吹付

厚さの管理、材料ロス率の低減という観点からも最も重

要な管理項目となる。一般的に、施工中の管理は検測ピ

ンやスペーサーなどを用いた定性的な管理を用いており、

所定の厚さ以上であることを目視で確認することに留ま

っている。スロープセイバーのような機械施工において

は、安全上の観点から作業者が吹付箇所の近傍で目視確

認することは困難である。そこで、スロープセイバーで

は LIDAR を用いたリアルタイム吹付厚計測システム

（GREEEN×LIDAR）を採用している。図－16、17 はシ

ステム概要と計測画面の一例を示したものである。

LIDAR は三脚などに静置設置する。吹付中にLIDAR の

点群データを処理することで、吹付厚をリアルタイムで

ヒートマップ表示することを可能にしている。ヒートマ

ップは 0.5～1.0m 四方の大きさに設定したセル内の点群

データを平均化して色別に表示している。等厚の発泡ポ

リスチレン板の厚さを計測した実験環境下ではあるが、

30m の計測距離において計測精度±3mm 以下を実現して

おり、レーザースキャナ（TLS）との差も殆ど無いこと

を確認できた 9)。表－4に使用したTLSとLIDARの諸元

を表に示す。 
図－18 は TLS との植生基材吹付工の計測データ（目

標吹付厚5cm）の比較を示したもので、TLSに対する絶

対誤差と相対誤差を示した。計測値は1m2あたりの点群

の平均値であり、図－18の横軸は左から計測距離が近い

順に並んでいる。表－5は計測条件を示したものである。

測定精度や点群数に大きな違いがあるにも関わらず、

30m程度までの計測距離であれば、平均絶対誤差は5mm
以内に収まっており、距離が離れるにつれて誤差が大き

くなる傾向も見られない。また、最大絶対誤差も 10mm
以内を示した。 

図－16 システム概要 

図－17 計測画面の一例 

 TLS LIDAR 
機種名 Faro focus remium350 OS1-128 
最大測定距離 350m 120 m 

測定精度 
（Precision） 

2 mm @10 m、 
3.5 mm @25 m 

0.25-2 m：±3 cm 
2-20 m：±1.5 cm 
20-60 m：±10 cm 

測定精度 
（Accuracy） ±1 mm（10～25 m） Lambertian：5 cm以内 

Retroreflectors：10 cm以内 
垂直解像度 0.009° 0.35°～2.8° 
点群取得数/
秒 2,000,000 2,621,440 

表－4 TLSとLIDARの諸元 

 平均誤差 相対誤差 

平均値 4.7mm 9.0％ 

最大値 9.0mm 14.3％ 

表－5 計測条件 

測定距離 25～30m 
法面の角度 30° 
目標吹付厚 50mm 
測定面積 28m2 

1m2あたりの点群数 
TLS：3、694～8、627 
LIDAR：10～20 

図－18 TLSとLIDARの計測値の比較 
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等厚の発泡ポリスチレン板や植生基材吹付工の計測結

果より、計測精度や点群数の大きく異なるTLSとLIDAR
との差が大きく生じていないことから、点群数を平均化

しセル毎の計測値として管理することの有効性が確認で

きたと考えている。また、LIDARを静止設置する必要性

があるため、実施工の計測にあたってはその計測範囲が

施工性に大きな影響を及ぼす。法面の凹凸の大小など計

測条件に左右されるが、これまでの実験結果や実現場で

の計測結果より、本システムの現状の実用的な計測距離

は20～30m程度だと考えている。これはスロープセイバ

ーの1日当たりの施工可能面積を1～2回程度の設置でカ

バーできる範囲であり、十分に実用的なものだと考えて

いる。 
 
3.4 遠隔操作システムの実証施工 
災害現場での施工や多様な働き方を進めるため、スロ

ープセイバーの遠隔操作化に取り組んでいる。与那国島

の様な離島での施工においても、技能者の確保や宿舎必

要人員数の削減のような観点で有用なものだと考えてい

る。遠隔操作システムはARAV(株)のModel Vを用いて

構築しており、運転席に後付け可能なシステムを採用す

ることで、汎用性を高めている。図－19は運転席にその

操作治具を取り付けたものである。通信規格は ARAV
（株）独自の g-protocol を採用することで、インターネ

ット経由でも操縦信号は0.05秒台の通信を確立しており、

遠隔操作においてもストレスのない操作が可能となって

いる。また、遠隔操縦はジョイスティックの他、ゲーム

コントローラの使用も可能となっている。図－20、21に
それぞれの操作状況を示す。図－22は福島ロボットテス

トフィールド（以下、福島RTF）で実施した実証試験の

施工状況を示したものである。図－23に人力吹付とゲー

ムコントローラ操作を用いた目視内遠隔操作との吹付厚

さとの比較を示す。平均吹付厚さはほぼ同等となり、人

力吹付とほぼ同様に吹付可能であることを確認できた。

掘削・積み込み作業のような一般的な土工事の遠隔操作

と異なり、スロープセイバーを用いた法面吹付作業は単

位時間あたりのレバー操作回数が比較的少なく、迅速な

操作も必要とならない。そのため、吹付ロボットの操作

自体は比較的容易なものである。ただし、吹付厚さは30
～100mm程度の厚さとなるため、直接目視できない遠隔

地からの操作においては、吹付に適したアタッチメント

 人力吹付 目視内遠隔操作 
データ数 28 40 

平均値（mm） 54 57 
最大値（mm） 69 79 
最小値（mm） 40 40 

図－19 遠隔操作バックホウの運転席 

図－22 福島RTFでの実証試験状況 

図－20 ジョイスティックでの操作状況 

図－21 ゲームコントローラでの操作状況 

図－23 人力吹付と目視内遠隔操作との比較 
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動作と LIDAR を用いた繊細な管理が必要となると考え

ている。離島においては通信環境の構築が重要となるが、

近年では Starlink などの衛星通信システムの導入が容易

になってきており、今後は通信速度、安定性の向上が課

題になると考えている。福島RTFの実機試験やこれまで

の知見から、スロープセイバーの吹付作業においては

200～300ms以下の遅延であれば、十分に作業可能だと判

断しており、操作環境の容易さに大きな影響を与える映

像伝送の安定化手法を今後検討していく予定である。 
 
4．おわりに 
表土利用を用いた植生工は生態系保全や産業廃棄物縮

減を目指すうえで有用な手法であるだけでなく、周辺住

民の工事に対する理解を得るうえでも効果的なアプロー

チとなり得る。基地造成などの開発行為は我が国の安全

を将来にわたって担保するうえで必要な行為であると同

時に、貴重な生態系を守り、次世代に日本の美しい自然

環境を継承していくことも非常に重要だからである。特

に離島においては独特の生態系が形成されており、外部

からの資材搬入や廃棄物処理にかかる制約も大きいこと

から、環境へのインパクトを最小化するために、より積

極的な表土利用が求められるといえる。 
本報告で紹介したカエルドグリーン工法は森林表土利

用工の一手法として、活用できる表土の量や種類が多い

ことに加え、団粒化による高い耐侵食性能を発揮する点

が大きな特徴である。そのため、基地造成工事に限らず、

ダム建設工事など大規模工事での実績が着実に増えてい

る。一方、現場発生材を広範に再利用するためには、表

土だけでなく伐採木の扱いにも視野に入れる必要があり、

今後の工事現場のニーズとしても極めて重要な課題とな

る。特に離島での施工では、島外からの資材搬入を極力

抑えることが費用面・環境面の両面で望ましい。 
そこで、カエルドグリーン工法では表土と木材チップ

を組み合わせた生育基盤を使用することにより、現在の

材料運搬量をさらに 20％程度削減することを目指して

検討している。こうした取組みは、離島が抱える資源や

廃棄物処理の課題解決にも直結すると期待される。 
また、冒頭でも述べたように、機械化施工による大容

量施工や遠隔操作施工への取り組みは、生産性の向上や

多様な働き方の実現による労働力確保という観点で、離

島における工事にきわめて有効な手段の一つだと考えら

れる。今後は、これらの新技術を組み合わせることで、

限られた人員でも大規模かつ迅速に施工できる体制の構

築が期待できる。ただし、安全性や施工精度の確保を含

め、実用化に向けては解決すべき課題がまだ多いことも

事実である。実機を用いた検証や、ICT をさらに活用し

た施工管理の高度化など、一つ一つの課題に対応するた

めの研究開発が継続的に求められる。 
今後は、表土利用に関連する施工技術や ICT活用技術

がより一層発展し、離島をはじめとする全国各地の施工

現場に普及することで、環境保全と社会インフラ整備が

持続的に両立されることを期待する。これからも、実証

と研究を重ねながら、安全保障と自然保護の双方に貢献

できる技術の開発と普及に取り組んでいきたい。 
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防衛施設学会令和7年度年次研究発表会（2025年2月）

令令和和６６年年能能登登半半島島地地震震ににおおいいてて「「水水」」をを軸軸ととししたた避避難難生生活活のの支支援援報報告告 

～被災地での「生活用水」支援活動から得た知見～ 

Report on support for the evacuation life centered on "Water" at the 2024 Noto Peninsula Earthquake 
－Knowledge gained from " Living Water " support activities in disaster-stricken areas－ 

中根圭介 1)、栗田恵子 2) 
NAKANE Keisuke and KURITA Keiko 

1) ユーティリティ・ソリューションズ代表、技術士 (総合技術監理部門、上下水道部門)、防災士 
2) コアララボ代表、災害医療コーディネーター、慶應義塾大学経済学部学生（通信教育課程） 

キーワード： 生活用水、災害、避難所、災害関連死、シャワー、洗濯、感染症対策 
（Living Water, Disaster, Shelter, Disaster-related deaths，Shower, Laundry, Infection Control） 

１． はじめに 

令和6年(2024)1月 1日に発生した能登半島地震、そし
て同年 9 月に同じ地域を襲った奥能登豪雨により、多く
の尊い命が失われ、甚大で悲劇的な被害は今なお続いてい

る。 

著者らは、ちょうど 30年前に発生した阪神淡路大震災
の被害において課題となっている災害時の避難生活の質

の向上のための「生活用水」の必要性について、過去2か
年、本学会研究発表会において発表している。 

令和5年度は生活用水を製造する「非常用生活用水浄化
装置」の開発について、令和6年度は、その装置の適用事
例について発表を行った。 

今回、能登半島地震の発生直後から実装置を現地に持ち

込んで、実際の避難所で長期間支援提供を行ったことで、

様々な知見や課題を得たので報告する。 

(1)先行調査 

今回の能登の被災地で著者らが行った生活用水支援に

関連した文献類には、以下のようなものがある。 

a)「避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組
指針（令和6年12月改定）」（内閣府防災担当、2024.12
月に改訂）1) 

指針には「『場所（避難所）の支援』から『人（避難者等）

の支援』への考え方の転換等」、「能登半島地震の対応を踏

まえた各種取組の実施や避難所の在り方の見直し」などが

反映されている（図-1）。
ここに、「生活用水の確保」の項は、指針の中で具体化・

詳細化されている（図-2）。

図-1 避難所の機能整備 1) 

図-2 生活用水の確保 1)

第２ 発災後における対応  

１１ 生活用水の確保 
（１） 飲料水の他に、トイレや入浴、避難所の清掃、洗濯、器材の洗
浄などの用途 に欠かせない「生活用水」の確保が必要になる。飲料
水は支援物資として確保さ れるが、その他の用途の水についても、
感染症の防止等、衛生面の観点から、分 散型の生活用水の確保とし
て、平時からタンク、貯水槽、防災井戸等の整備に努 めておき、衛
生的な水を継続的に確保すること。 
（２） 入浴支援を行う NPO や民間温浴施設等の関係事業者との協定
の締結、避難 所との送迎のためのマイクロバス等の確保、シャワー
や仮設風呂の設置のため の資機材の備蓄、洗濯キットの備蓄、クリ
ーニングサービスの提供のためのクリーニング事業者との協議、水循

環型シャワー等の新技術の活用の検討など、入浴 機会や洗濯機会が
確保されるよう平時から準備しておき、災害発生時には速や かに対
応すること。 
（３） スフィア基準に沿って、入浴施設（シャワー、仮設風呂等）を

50人に１つ 設け、男女別に提供するようにすること。

第２ 発災後における対応 
２ 避難所の設置と機能整備 
（２） 指定一般避難所の機能 
⑦ 災対法第86条の６に基づき、被災者の避難所における生活環境の
整備のため、 優先順位を考慮して、必要に応じ、次の設備や備品を
整備するとともに、被災者 に対する男女別のトイレ・更衣室・洗濯
干し場・授乳室・休養スペースの設置等 によるプライバシーの確
保、暑さ寒さ対策、入入浴浴及及びび洗洗濯濯のの機機会会確確保保の他、子ど もの遊びや
学習のためのスペースの確保等、生活環境の改善対策を講じるこ

と。 
（略） 
エ 洗洗濯濯機機・・乾乾燥燥機機、洗濯干し場 
オ 仮仮設設風風呂呂・・シシャャワワーー 
（略） 
⑨ 避難生活が長期化した場合、被災者の孤立感を解消し、生きがい
や居場所を見 出し、心身の健康を確保していくため、避難所内に喫
茶、足足湯湯、集会所等の交 流の場を提供することが望ましいこと。  
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b)「スフィアハンドブック 人道憲章と人道支援における

最低基準」（国際赤十字・赤新月運動他）2) 

本書には、⼈道憲章の枠組みに基づいて生命を守るた
めの主要な分野における最低限満たされるべき基準が、

図-3 に示すように「給水」、「給水量」についても記載さ
れている。 

図-3 スフィア基準における給水の位置づけ 2)

紛争地域などを含んだ給水、衛生および衛生促進に関す

るスフィア最低基準には、図-4 および図-5 に示す２つの
具体値が記載されている。 

図-4に示すように「一般的な慣行では、生存に必要な最
低水量は 1 人あたり１日 15リットル」となっている。

図-4 スフィア基準による最低基準 2) 

この15リットルの内訳は、図-5のように示されている。 

また、「都市部の中間所得層では、健康と尊厳を保つた

めには最低でも１人あたり 1日 50リットルが適切な量で
あるかもしれない」とも書かれている。 

c)「大規模自然災害の被災地における感染制御マネージメ
ントの手引き」（アドホック委員会:被災地における感染

症対策に関する検討委員会報告,一般社団法人日本環境

感染症学会）3) 

本書では、被災による外的、内的な環境悪化のため感染

症のリスクが大きくなることを示している（図-6）

図-6被災前と被災後の感染症拡大の様子
（公衆衛生基盤の破壊による感染症の増大より 3）) 

我が国で起きた災害において、避難所で得られた教訓と

して、避難者の健康や命を守る水の必要性・重要性につい

て以下が指摘されている。 

・泥や汗で汚れた体を洗い流すことは、感染防止、精神衛

生にとても有効である 3)  

・入浴による効果は、精神衛生、感染予防、睡眠の確保、

免疫力の向上などが認められている 3)、4)

・医療行為や調理等では手指洗浄が必須であるが、まず生

活用水の流水で十分に流した後、浄水で仕上げ洗いするこ

とで浄水や消毒剤の使用量削減につながる 3)

・衣類や下着の洗濯により、感染症発症の防止効果が期待

できる 3)

・避難所のQOL（Quality of life：生命・人生・生活の質）
向上が災害関連死の削減につながる。(感染症、水のない

ストレス：トイレを我慢する、基礎疾患の悪化など)5)

d)「チーム医療の質的向上を目指したシミュレーション
教育の効果─ノンテクニカルスキルの視点から─」（大野

木恵子, 東京医科大学雑誌）6) 

図-5 スフィア基準の1人1日 15リットルの内訳 2)
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著者 2)による上記の研究では、災害を想定したシミュ
レーション訓練は、反復練習をすることで訓練効果が上が

るという結果を示している 6)。 

 

e)「リスクコミュニケーションを通じた断水災害軽減のた
めの水需要マネジメント」(土木学会論文集)7) 

 

この研究では、600人へのアンケート形式で「断水時の
受忍限度の平均日数の比較」調査が行われている（図-7）。 

これによると、調理、食器洗い、トイレ、洗濯、風呂・

シャワー、洗面等それぞれの我慢できる限界日数は、夏場

では1.1～3.8日、他の時季では 1.4～4.2日であるとの結果
となっている。 

 

２． 能登半島地震被災地での活動実績 

著者らは令和 6年(2024)1月2日に、支援要請が無いま
ま現地へ向けて出発し、以下の支援を行った。 

ここに、行き先の当てがなくても行動に移した理由は、

令和5年奥能登地震や、ここ数年に新潟、青森、秋田、鳥
取、静岡など全国各地で起きた豪雨災害の際に被災地に電

話やメールで支援を申し出たが、プル型では要請に結びつ

かなかった経験から今回はプッシュ型で行くことを決め

ていたためである。 

 

(1)1月 2日～3日 
2日に機材を車に
載せて千葉を出発、

3日に七尾市と志賀
町に到着して、両役

場を訪ね支援を申

し出たが、その時点

では不要との回答

であった。そこで金

沢市内に移動し、ホテルで待機した（図-8）。 

 

(2)1月 4日～7日 

ホテルにて、電話および FAX 等で支援先を探した。

しかしながら、11の自治体や社会福祉協議会等と接触し
たが、いずれからも要望を受けるには至らなかった。 

 

(3)1月 8日～2月25日 七尾市中島小学校避難所でトイ

レ流し水支援 

ホテル滞在中、ホテル従業員の友人が避難生活でトイ

レ洗浄に困っているという情報を入手した。 

 翌日その避難先（七尾市立中島小学校）にプッシュ型

で訪問し、市職員、校長、教育委員会、消防などと調整

してプール水を使って支援することとなった。 

なお、中島小学校にはすでに海上自衛隊の入浴支援部

隊が入っており、入浴環境は整っていた（図-9）。 

 

(4)1月 23日～3月 22日 七尾市立小丸山小学校でシャ

ワー、洗濯、清掃用水支援 

 

中島小学校の近隣の七尾市立小丸山小学校では、シャ

ワーがない状況であったことから協力要請があった。 

そこで、中島小学校で使用していた「非常用生活用水浄

化装置」を移設することにした。また、従来から協力体制

にあったLPガス機器メーカー、非常用シャワーユニット
メーカーと機材を出し合い、1月 23日～3月22日までの
約２か月間、温水シャワーに加え、洗濯・乾燥＋手洗い用

水の総合支援を行った。 

なお、移設元の中島小学校には代替として送水ポンプを

設置した。 

 

(5)2月10日～4月9日 輪島市阿岸(あぎし)公民館で洗

濯用水支援 

 

某社経由でNPOから洗濯用水の支援要請があり、2月
10日～4月9日、輪島市阿岸(あぎし)公民館で、建物の裏

を流れる沢の水を浄化して洗濯水に提供した。 

 

(6)4月22日～１週間程度 

 輪島市もんぜん児童館で、

水道が仮復旧した直後の土砂

混入水をろ過し、仮設風呂に

提供した（図-10）。 

 

 

 

図-8 給水に並ぶ住民 

(1月3日 中能登町にて) 

図-9 中島小学校の水源(プール)とトイレ洗浄水 

図-10 仮設水道に接続 

 

図-7 断水時の受忍限度（平均日数）7) 
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３．具体的な活動と成果 

前記4か所の避難所では、 

①トイレ流し水 

②洗濯＋シャワー＋清掃用水 

③沢の水を浄化し洗濯用水 

④仮設水道管の土砂分離 

という全て異なる利用方法を行い、それぞれ要望に応える

ことができた。 

上記①～④の中で、とくに効果が良好だった２例を報

告する。 

 

(1)小丸山小学校（前記②） 

以前から災害支援の協力体制を敷いていた NPO 法人 

LPガス災害対応コンソーシアム、Ｉ・Ｔ・Ｏ株式会社、
株式会社タニモトという純民間 4 者で、プール水から洗

濯・ガス乾燥・温水シャワー・清掃用水を供給するシステ

ムを現地で構築し、生活用水の多目的利用を実証した（図

-11）。 

 

小丸山小学校では1月23日～3月22日までの約2ヶ月
間浄化装置を設置し、その間の維持管理は要領をレクチャ

ーしたのち避難所スタッフに任せ、ほぼトラブルなく稼働

できた。 

運転データを取った 1月29日～3月 22日の間、避難所
利用者数は延べ約3,800人、本装置が提供した生活用水の
量は 95,800リットル、その間のフィルターの交換は 7回
であった。 

なお、洗濯やシャワーに使った排水は、下水道が破壊さ

れていたため、市と協議し雨水側溝を経由して河川に放流

する了解を取った。その際、環境破壊を最小限に抑えるた

め植物性洗剤、赤ちゃん用洗剤、石鹸などを使用する配慮

をした。 

(2)輪島市阿岸公民館（前記③） 

全国の指定避難所のうち学校はおよそ4割で、残り6割

は学校以外である。したがってプールを備えていない避難

所が多数である。 

輪島市の阿岸公民館もその例であった。 

ここの避難所では洗濯をしたいという要望があり、2月

10 日～4 月 9 日の間、公民館建物の裏を流れる沢の水を
浄化して洗濯用水を供給した。 

プールの貯留水と違って沢の水は土砂と接しているた

め、土の有機分等を含んで茶緑色に着色していた。特に降

雨後は汚れも多く、フィルターの詰まりが早かったり処理

水に若干色が残ったりした。 

そのため、避難所スタッフと協議して、雨上がりはろ過

を行わない対応をとった。 

 

幸い雨で使えない日はさほど多くはなく、阿岸公民館で

述べ280回の洗濯に利用された（図-12）。 

ここで使用した浄水装置の処理能力には余裕があった

ので、余った浄化水を給水車に入れて近隣公民館の洗濯用

に陸送するハブとしても利用された（図-13）。 

 

４．得られた知見 

(1)生活用水の幅広い利用価値 

前述の小丸山小学校の実施例では、1つの水源と1台

の「非常用生活用水浄化装置」で温水シャワー1ユニッ

ト、洗濯機2台、掃除用水3カランなど多用途に利用が
できた。また各用途が同時に利用されても供給能力が不

足することはなかった（仕様最大給水量 33 リットル/

分）。ここにおいて、今回のモデルの多用途性を確認す

ることができた。 

 

(2)生活用水の必要量 

七尾市立小丸山小学校の避難所では、提供した生活用

水をいつでも自由に制限なしに使ってもらった。その結

果、1月23日～3月22日の間に延べ3,800人に約95,800
リットルの水の利用があった。 

その間の使用量を図示したものが、図-14である。 

この図において、前半では著者１）の装置によるシャ

ワーと並行して水循環式シャワーを利用していたため

１人 1日あたりの使用水量は 15～25リットルと少なか

図-11 小丸山小学校での生活用水の多目的供給 

 

図-12 裏の沢の水(原水)と処理装置 

 

図-13 浄化処理水を近隣へ送る様子 
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ったが、後半では水循環式シャワーの使用を中止したこ

とで、最大で 1人 1日あたり約 33リットルの使用を確
認した。 

なお当該避難所では下水道が使用禁止であったため、こ

の図の数値には全期間を通して、トイレ流し水は含んでい

ない。 

図-14に示した結果から、先行調査で紹介したスフィア
基準の「最低基準１人の 1日15リットル」では、大幅に
必要水量が不足することが確認できる。 

さらにトイレ等の用途や、夏場は水使用量が増えること

を考慮すると、スフィア基準に示唆された「都市部の中間

所得層では、健康と尊厳を保つためには最低でも１人あた

り 1日50リットル」の指針が妥当と言える。 

 

(3)医療の面からの評価 

著者2)は、支援した避難所において利用者に聞き取り調
査を行い、以下の声を確認した。 

a)高評価の点 

・「地震が起きて、着の身着のままで避難所に避難して

きた。雪の重みで、家がいつ潰れるかわからないと 

心配しながらの生活だったが、避難所でのシャワーは     

とても有難かった。」 

・「シャワーが暖かく、さらに、勢いがあるお湯が出たの

が良かった。」 

・「遠方の金沢市まで入浴や洗濯に行く必要がなくなっ

た。」 

・「洗濯物がガス乾燥で洗濯後すぐに乾いて、避難所で

干さなくて良いのが有難い。(避難所で下着など干す

ことには抵抗がある)」 

・「小丸山小学校では、洗濯もシャワーもあって一か所

で完結していているから良かった。」 

・「地震で家の中が埃っぽくて、タンスの中の衣類を洗

わなければいけない。阿岸の公民館に洗濯機を設置し

てもらって助かった。」 

b)改良が必要な点 

・「シャワーの湯が着替えのスペースに飛ぶので、衛生

面で気になる。」 

・「シャワーの排水溝のところに髪の毛がたまるので、

入浴時に各自が取り除く必要があった。」 

・「(男性の方)洗濯で自分の順番が来ると、前の人の洗

濯物を取り出すことになっているが、知り合いの女性

の人の物だと、お互いにすごく抵抗があり、すごく気

を遣う。」 

 

温かいシャワーが使用できたこと、洗濯が制限なく利

用できたこと、は被災者の方々のストレス軽減に役に立

ったと考えられる。 

 

６．支援業務終了にともなう成果からの提言 

(1)自衛隊の「入浴支援」と共同支援の可能性 

今回、民間主導で生活用水を軸にシャワー、洗濯、掃除

に提供することができた。 

なお、自衛隊による「入浴支援」は最善の方法であるが、

保有数は多くない。また自衛隊派遣の３要件「公共性」、

「緊急性」、「非代替性」のうち「非代替性」については、

今回のモデルで代替できる可能性を感じた。 

さらにオールイン型の「災害支援パッケージ」も具体化

した（図-15）。このパッケージモデルを活用することによ
り、自衛隊等と分担しながら、被災時に限られた人員で避

難所の質の向上を図ることが可能であると考える。 

 

(2)生活用水の必要量 

調査は避難所１ヶ所のデータであるが、水の使用制限が

ない場合は避難所利用者 1人当たり1日33リットルの生
活用水が利用された（トイレ用水含まず）。 

トイレ用水や、夏場の使用量が増加することを考慮する

と、スフィア基準の1人あたり 1日50リットルを備える
のが妥当である。 

 

７．生活用水の大切さ 

我が国では、小学校高学年の教科書にも衛生の大切さが

書かれている。その内容は、「食中毒、病気の感染を防ぐ

ために衛生に気を付けること、正しい洗濯の仕方、流水を

使った手指衛生の方法」などである。８）                           

ただし、大規模な断水が発生すると、衛生的な水が確保

できなくなり、教科書に記載されているような行動も困難

になる。 

図-14 避難所利用者1人 1日あたりの生活用水使用量 

 

図-15 災害支援パッケージのイメージ 
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いずれにしても、何らかの方法で十分な生活用水を確保

することが避難所での生活が平常時における日常生活と

のギャップを埋めることなり、被災者のストレス軽減や災

害関連死の低減に寄与することは自明である。 

 

８．今後の課題 

ここ数十年、長期の避難生活を強いられるような災害は

冬場に多く夏場には起きていないようである。 

しかし、夏場に発生した場合は冬場に比べて食中毒を含

む感染症、熱中症、皮膚疾患、害虫による虫刺され、睡眠

不足などのリスクが極めて高くなる。このため、十分な生

活用水を取得することが極めて重要であり、適切な量の生

活用水を供給することは衛生の確保、ミスト等による体感

温度の低下など、改善につながる可能性がある。 

すなわち、夏場対策が今後の研究課題である。 

 

９．結 論 

(1)今回被災地に持ち込んだ「非常用生活用水浄化装置」

を使い、原水としてはプール水や沢の水、使用用途として

は洗濯、シャワー、清掃・洗浄など、様々な用途に対応で

きるという良好な結果を得た。 

(2)民間の 4者で構築した支援モデルで、延べ約 3,800人
の避難所利用者に計約 95,600 リットルの生活用水の供給
が可能であった。 

また現場での維持管理は避難所スタッフに任せたが、装

置の操作が簡便だったことで問題なく扱うことができた。 

(3)利用者からは、生活用水の供給に対して多くの高評価

を得たので、ストレス低減に貢献できた。 

(4)ストレスが少ない生活用水の使用量は、1 人あたり 1
日 50リットルが必要と考える。 

 

１０．おわりに 

著者2)によれば、能登半島地震では今までの災害に比べ
て長期化する傾向にあり、避難所生活が災害関連死を増や

している。すなわち、熊本地震では避難所は7か月ほどで
閉じたのに、能登半島地震では１年経っても、まだ避難所

が運営されている地域が存在する。 

また、能登半島地震の影響で亡くなった「災害関連死」

について、石川県内の 201人を対象にNHKが分析した結
果、体調が悪化した場所は、最初に身を寄せた避難所が最

も多かったと指摘している(図-16)。 

さらに、「災害関連死」を防ぐために行われた 1.5 次避
難や 2 次避難でも体調を崩す人が相次ぎ、繰り返し指摘
されている避難所の環境の改善に加え、移動中や新たな避

難先できめ細かくケアする体制づくりが課題となってい

る、という報道があった。9) 

結論として、「通常の暮らしと避難生活のギャップがス

トレスに比例する」と考えられることから、今回行った生

活用水の提供により少なくとも不自由・不便・不快を感じ

ない避難生活を送れるように支援を行うことが重要であ

ると言える。 

 

 
図-16 災害関連死者が最初に体調不良を起こした場所 9) 
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EVALUATION OF D-BOX APPLICATION FOR LIQUEFACTION COUNTERMEASURES  
AND PROTECTION OF UNDERGROUND STRUCTURES 

 
* ** *** 

NOMOTO Futoshi ,SHIMADA Hiroshi and IWASA Takashi 
 

*  347-0031 3 40  
**  , ***  
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STUDY ON THE INFLUENCE OF IMPACT VIBRATION ON INTERNAL EQUIPMENT CAUSED BY PROJECTILE COLLISIONS WITH RC 

STRUCTURES 
 

* ** * *** **** ***** 
UEMURA Yuta, KASAGI Masatoshi, MUSYA Hiroyuki, UGATA Takeshi, MORI Koki and BEPPU Masuhiroitaro 

 
* 245-0051 344-1  
** 163-0604 1 25-1  
*** 163-0604 1 25-1  

**** 239-8686 1-10-20  
***** 239-8686 1-10-20  

 
RC  

Collision Experiment, Projectile, RC Structure, Internal Equipment, High-frequency vibration, Numerical Simulation  
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-2
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3)  
 

=0.3
=0.45

80 2000Hz

3%  
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-12

X

-2  
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-10  -9  
ACC10  

-11 A2  -12 A2  

- 47 -



-13

-13(a)

-13(b)

 
-14

-14(a)

10Hz
-14 (b)

 
 

RC

 
(1) 

 
(2)

 
(3) LS-DYNA FEM

 

(1) (2)
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2017. 

2)  

Vol.67A

pp.826-837 2021. 

3)  

Vol.62A pp.975-988 2016. 

(a) ACC10 (b) 2000Hz ACC10  
-13  
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A STUDY ON IMPROVEMENT OF BLAST-RESISTANT PERFORMANCE OF PREPACKED CONCRETE 

ICHINO Hiroyoshi 

239-8686 1-10-20  

(prepacked concrete, contact explosion, spalling) 

1)

B

2)

1

1

3 5

1

 

4
2

500mm 60 80 100 120mm
D10 

2

3

2.69 2.72g/cm3 0.79 0.80%  

- 49 -



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

20mm 10mm
40mm 20mm 2

1470kg/m3

1400kg/m3

2.48g/cm3 3.74%
20mm 10mm 1410kg/m3

1
2 3

2
No.

S L
Gmax(mm) (mm)

(g) N H
3 3d  

C-4
1

2 6
10  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

50g

4

4(b)

4(c)

4(d)

 
 
 

1  

1  

2  

250

400
10

0
5050

(b)  (a)  

3  
(a)  (b)  

Gmax(mm)

20 53.1 169 319 477 1.915 1470

20 22.5 117 517 412 2.331 1470

40 53.1 179 339 508 2.037 1470

20 53.1 160 303 453 1.911 1410

(%)

 (kg/m3)
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3 4 100mm
C-4 20g 40g

2.9N/mm2

 
S20-100-20-N S20-100-20-H3d

3

S20-100-40-H 40g

McVay3)

27.6N/mm2

McVay3)

4 20mm
40mm

S40-120-50-N
S20-120-50-N

1 S20-60-12-N 60 12 2.52 20 10 28 17.6
2 S20-80-12-N 80 12 3.35 20 10 28 17.6
3 S20-80-20-N 80 20 2.83 20 10 28 17.6
4 S20-100-20-N 100 20 3.54 20 10 28 17.6
5 S20-100-40-N 100 40 2.81 20 10 28 17.6
6 S20-120-30-N 120 30 3.71 20 10 64 24.9
7 S20-120-50-N 120 50 3.13 20 10 28 17.6
8 S20-100-20-N3d 100 20 3.54 20 10 3 2.9
9 S20-100-40-N3d 100 40 2.81 20 10 3 2.9
10 S20-100-20-H3d 100 20 3.54 20 10 3 30.6
11 S20-100-40-H3d 100 40 2.81 20 10 3 30.6
12 S20-100-20-H 100 20 3.54 20 10 71 57.8
13 S20-100-40-H 100 40 2.81 20 10 71 57.8
14 S40-80-12-N 80 12 3.35 40 20 64 27.7
15 S40-80-20-N 80 20 2.83 40 20 35 30.6
16 S40-100-20-N 100 20 3.54 40 20 64 27.7
17 S40-100-40-N 100 40 2.81 40 20 35 30.6
18 S40-120-30-N 120 30 3.71 40 20 64 27.7
19 S40-120-50-N 120 50 3.13 40 20 35 30.6
20 L20-60-12-N 60 12 2.52 20 10 35 37.7
21 L20-100-20-N 100 20 3.54 20 10 35 37.7
22 L20-100-40-N 100 40 2.81 20 10 35 37.7

No. (day)
(N/mm2)

 (mm)

(mm) g
(g/cm1/3)

2  

4  

(a)  (b)  (c)  (d)  
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30.6
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 f c

(N/mm2) : 20g  : 100mm : 40g  : 100mm

No.8: S20-100-20-N3d No.8: S20-100-20-N3d No.9: S20-100-40-N3d

No.10: S20-100-20-H3d No.10: S20-100-20-H3d No.11: S20-100-40-H3d No.11: S20-100-40-H3d

No.4: S20-100-20-N No.4: S20-100-20-N No.5: S20-100-40-N No.5: S20-100-40-N

No.12: S20-100-20-H No.12: S20-100-20-H No.13: S20-100-40-H No.13: S20-100-40-H

No.9: S20-100-40-N3d

3  

4  

120mm 30g

120mm 50g

Gmax = 40mm Gmax = 20mm

No.6: S20-120-30-N No.6: S20-120-30-N

No.7: S20-120-50-N No.7: S20-120-50-NNo.19: S40-120-50-N No.19: S40-120-50-N
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4
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T
3

T/ME
1/3

TNT C-4
4) TNT C-4

ME =1.13 MC4  

T TNT ME

6 7

S20-N 1)

T/ME
1/3 3.4 3.6

3.8 cm/g1/3  
6 S20-N S20-H3d fc=17.6 30.6 N/mm2

T/ME
1/3 3.54cm/g1/3

T/ME
1/3 3.6cm/g1/3

S20-N3d S20-H fc=2.9 57.8N/mm2

T/ME
1/3 3.54cm/g1/3

S20-H fc=57.8N/mm2

3.6cm/g1/3 

5  

(a) S20-100-40-N (b) L20-100-40-N 

100mm 20g

100mm 40g

No.36: L20-100-20-N No.36: L20-100-20-N

No.37: L20-100-40-N No.37: L20-100-40-N No.17: S20-100-40-N No.17: S20-100-40-N

No.14: S20-100-20-N No.14: S20-100-20-N

5  
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Gmax=20mm
fc=17.6 57.8N/mm2

T/ME
1/3 3.6cm/g1/3

Gmax=40mm T/ME
1/3

3.8cm/g1/3

1) 

pp.43-46, 2023. 
2) 
2023. 

3) M. K. McVay.: Spall Damage of Concrete Structures, 
Technical Report SL88-22, U.S.Army Corps of 
Engineers Waterways Experimental Station, 1988. 

4) U.S. Army Corps of Engineers, Naval Facilities 
Engineering Command (Preparing Activity), Air Force 
Civil Engineer Support Agency.: Structures to Resist 
the Effects of Accidental Explosions, UFC 3-340-02, 
Chapter2, 2014. 

5) 

Vol.46A pp.1787-1797 2000. 
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SIFCON  

RC  
 

A STUDY ON SHOCK-ABSORBING EFFECT OF AN EXPLOSION-ABSORBING SYSTEM COMPOSED OF 
SIFCON PANEL AND SHOCK-ABSORBING MATERIAL ON RC SLABS AND 

THEIR COMBINED EFFECT WITH BACKSIDE REINFORCEMENT 
 

* ** * *** 
KITAMURA Toko, YAMAGUCHI Makoto, YONEDA Hikari and MORISHIMA Shintaro 

 
* 860-8555 2-39-1  

** ( ) 860-8555 2-39-1  
*** ( ) ( ) SL 103-0024 12-7  

 
 SIFCON  

SIFCON, Contact detonation, Local failure, Absorbing systems, Backside reinforcement  
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1)

SIFCON RC

RC SIFCON 10.8

 
SIFCON
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SIFCON RC
SIFCON

1 SIFCON

SIFCON
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8
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3)

4)

 
SIFCON

SIFCON
5)

0 JIS
380

5)

 
SIFCON

10.0% 5)

 
 

 
SIFCON

100 200mm SIFCON 100
100 400mm 3 28

300mm 3
 

SIFCON
50MPa  
 

 

500 500mm
6)

120mm
RC 1 RC

SIFCON 28
RC 18mm

M12  
1 SIFCON

RC 60mm
SIFCON 10, 20

30mm 3 2
SIFCON

SIFCON

RC 60mm
SIFCON 10mm

3  
1 SEP

2
TNT

TNT  

W/B 
[%] 

W/P 
[%] 

Sg/B 
[%] 

S/B 
[%] 

 [g/batch] 
W C Sg S 

35 25 50 40 5000 7150 7150 5700 
W C Sg S B (=C+Sg)
P (=C+Sg+S)  

 
JP  

 
[s] 

Flow  
[MPa] JIS  

 
50 100mm

 
1 18.2 409 337 117 
2 11.65 402 324 102 

50 100mm 3
 

SIFCON  
  [kN/m3] 

B 
[MPa] 

E 
[GPa] 

f 
[MPa] 

bσ  
[MPa] 

 
 

1 22.8 33.4 26.2   
2 23.1 37.6 24.8   

SIFCON 1 25.8 169 20.9 57.8  
2 25.7 152 20.4 54.9 39.4 

B E f bσ
4mm 1 bσ
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0 

90
 

90 
500 

TA 
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M12 
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TSIF,D 
TA 
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SD295A 
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18 
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SD295A 
D10@120 

   

  

(a) 1 
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TNTam K/KWW  
Wm TNT  [g] Wa

 [g] K  [MJ/kg]
KTNT TNT  [=4.29MJ/kg] 

(1)
TNT  

2
410mm
6

1 1  

1–4
4

 
 

1
SIFCON 10 20mm

SIFCON

RC
 

SIFCON 30mm

SIFCON

RC
SIFCON T/Wm

1/3 
= 1.62cm/g1/3 7)

30mm SIFCON
TNT 6.35g

10 SIFCON

SIFCON

20mm RC
 

 

 SIFCON

 

RC McVay
6)  

 
0.42T/W0.046/TC 1/3

md  
 

/TC)/TS(C ddd  ( 1/3
mT/W3.6 ) 
2.0T/W0.49)/TS(C 1/3

mdd  
( 3.6T/W2.0 1/3

m ) 
1.0)/TS(C dd  ( 2.0T/W 1/3

m ) 
Cd  [cm] Sd  [cm]

T  [cm] 
 

Tto

 
 ID  [mm]  

 
Wa 
[g] 

Wm 
[g] TSIF,D TA TRC TSIF,R Tto 

1 1-1-0-25.9 10 10 60 0 80 SEP 30 25.9 
1-1-0-34.6 10 10 60 0 80 SEP 40 34.6 
1-1-0-43.2 10 10 60 0 80 SEP 50 43.2 
1-2-0-43.2 10 20 60 0 90 SEP 50 43.2 
1-2-0-51.9 10 20 60 0 90 SEP 60 51.9 
1-2-0-60.5 10 20 60 0 90 SEP 70 60.5 
1-3-0-51.9 10 30 60 0 100 SEP 60 51.9 
1-3-0-60.5 10 30 60 0 100 SEP 70 60.5 
1-3-0-69.2 10 30 60 0 100 SEP 80 69.2 
2-2-0-60.5 20 20 60 0 100 SEP 70 60.5 
2-2-0-64.9 20 20 60 0 100 SEP 75 64.9 
2-2-0-69.2 20 20 60 0 100 SEP 80 69.2 
3-2-0-77.8 30 20 60 0 110 SEP 90 77.8 
3-2-0-86.5 30 20 60 0 110 SEP 100 86.5 
3-2-0-95.1 30 20 60 0 110 SEP 110 95.1 

2 1-1-1-181 10 10 60 10 90  240 181 
1-1-1-196 10 10 60 10 90  260 196 
1-1-1-211 10 10 60 10 90  280 211 

Tto Wa Wm TNT  

 

 

 

410mm 

 

(a)  

(b)  
 SEP   

   
 

[g/cm3] 1.30 1.15  
1.23 

 
[m/s] 6900 5500  

6000 
 

[MJ/kg] 3.71 3.23 

4 2 3 
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RC
(2) (5)  

Cd/Tto McVay

SIFCON
SIFCON 30mm 20mm

Cd/Tto  
Sd/Tto

McVay
0.5

SIFCON

 
McVay 6) RC

 
 

C/T0.20/TCd  ( 1.6C/T ) 
0.30C/T0.016/TCd  ( C/T1.6 ) 

 
S/T0.15/TSd  ( 2.9S/T ) 

0.71S/T0.017/TSd  ( S/T2.9 ) 

(6)

 

1-1-0-34.6
2-2-0-64.9 (8)

RC

1  
TSIF,D 
[mm] 

TA 
[mm] 

TNT Wm [g] 
25.9 34.6 43.2 51.9 60.5 69.2 77.8 86.5 95.1           

10 10                
10 20                
10 30                
20 20                  
30 20                

 

1  
a) SIFCON 10mm 10mm 

 Wa=30g (Wm=25.9g) Wa=40g (Wm=34.6g) Wa=50g (Wm=43.2g) 
 
 

      

    

 
b) SIFCON 10mm 30mm 

 Wa=60g (Wm=51.9g) Wa=70g (Wm=60.5g) Wa=80g (Wm=69.2g) 
 
 

      

    

 
c) SIFCON 30mm 20mm 

 Wa=90g (Wm=77.8g) Wa=100g (Wm=86.5g) Wa=110g (Wm=95.1g) 
 
 

      

    

 

(6) 
(7) 

(8) 
(9) 
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3.6/WTβTαT 1/3
mADSIF,RC  

(11) 5
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(12)
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(12)
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2 3
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69.2g 

77.8g 
86.5g 

95.1g 

(10, 10) (10, 20) (10, 30) (20, 20) (30, 20) (TSIF,D, TA) = 
[TSIF,D TA mm] 

(2)  

(3) (5)  

1  

1  

1  
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3 ]
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Wa=280g Wm=211g

Wa=260g Wm=196g

SIFCON
SIFCON RC

SIFCON

 

SIFCON
2.04

2.06 SIFCON
10.8

1)

 

6.3
W

T10.8TT2.06T2.04
1/3

m

RSIF,RCADSIF,  

TSIF,D=1cm TA=1cm TRC=6cm
TSIF,R=1cm Wm=196g

 
 

 
 

(1) SIFCON
RC

SIFCON
2.04 2.06

 
(2) SIFCON

RC

 

 
 

 

JSPS  (C)
23K04105

 
 

1) 

Vol. 89 No. 
823 pp. 1060-1071 2024 

2) 
Vol. 46A pp. 1257-1265 1995 

3) 
Vol. 

66A pp. 1036-1046 2020 
4) SIFCON

RC
pp. 207-210 2022 
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「建設技術」





圧倒的な高強度で防衛施設の強靭化・最適化を実現する 

柱状地盤改良技術「SST 工法」 

 

Columnar ground improvement technology “The SST method” that achieves 
reinforcement and optimization of defense facilities with overwhelming high strength. 

 
菊地稔*，飯田哲夫** 

KIKUCHI Minoru and IIDA Tetsuo 
 

* 株式会社エスエスティー協会 技術センター（〒290-0081 千葉県市原市五井中央西1-18-5-106） 
** 株式会社エスエスティー協会 取締役会長（〒290-0021 千葉県市原市山田橋862-1） 

 
キーワード：置換式，締固め式，高品質、高強度，強靭化，最適化 

（Replacement, Compaction, High Quality, High Strength, Reinforcement, Optimization） 
 
１．はじめに 

 

 軟弱地盤中に柱状改良体（以下「コラム」とい

う。）を構築する従来の一般的な地盤改良工法では、

セメント等の固化材を地中で撹拌して固結させる

ことで強度が発現されるため、その固結力以上の

強度や支持力が期待できず、また、地中の土を原

位置でそのまま撹拌することから、混合不足や不

適土の混入等による強度の低下も懸念されるため、

求められる地盤支持力に応じて改良率を上げて対

応せざるを得ず、コストが高くなってしまうとい

う課題があった。さらに、現場で固化材を供給す

るためのプラントの設置が必要であり、特殊な撹

拌機構を有する大型の施工機械を使用しなければ

ならないため、現場での適用性やコストにおいて

も課題があった。 

 そうした中、平成 7 年 1 月に発生した阪神淡路

大震災を契機として、より強固で安価に施工でき

る新たな地盤改良技術の必要性を痛感し、長年に

わたって開発に取り組んできた。そこでは、上記

のような課題を解決するため、「土粒子間の空隙と

水を排除すればするほど土は固くなる」という土

質力学の基本原理に立ち戻り、それを効果的に実

現するためには「異なる径の土粒子を混合させる

こと」と「強い力で土粒子同士を圧縮すること」

が重要と考え、締固めながらコラムを築造できる

独自の機構等を発明し、長い年月をかけて試行錯

誤を繰り返しながら強度や支持力の向上とコスト

ダウン等を進めてきた。 

 

２．新たな柱状地盤改良技術「SST工法」 

 

２.１ SST工法の概要 

 

 SST工法は、「土粒子間の空隙と水を排除して土

の密度と強度を高める」ことを基本原理としたも

写真－1 SST工法による施工の様子 
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のであり、軟弱地盤中にコラムを構築する地盤改

良技術において、従来一般的に行われてきた固化

材の地中撹拌方式ではなく、掘削して地上に排出

した土に固化材とさらに砂も加えることによって

「異なる径の土粒子を混合」し、その改良土を新

たに開発したオーガーにより「強い力で圧縮して

締固め」ながら掘削孔に充填し、さらに「固化材

の針状結晶体で土粒子を結合」させて強固なコラ

ムを構築する技術である。世界で初めて鉛直方向

だけでなく水平方向にも強力に締固めができるよ

うになったことから、従来にはない高い強度と支

持力を発揮するコラムを築造することができ、大

型の施工機材等も必要としないシンプルな施工法

と安いコストで強固な地盤改良を実現したもので

ある（写真－1参照）。 

 具体的な締固め機構としては、正回転により地

盤を掘削するオーガー（口径 300~600mm）におい

て、先端の円錐形部分の外周面に、特殊な形状を

した 2 枚の鉛直ブレードを回転断面の対称位置で

段違いとなる高さに取り付けたものであり、逆回

転させることによりそのブレードが、地上から投

入した改良土と周辺の土砂を鉛直方向と水平方向

に大きな力（3t の穴掘建柱車でそれぞれ 35t/㎡程

度）で圧縮し、擂(す)り固めができる世界で初め

てのオーガーを開発した（図－1参照）。 

 

 

施工法は、そのオーガーを穴掘建柱車（3~4tク
ラス）で正回転させて地盤を所要の深度まで掘削

して（図－2参照）、掘削土の土質に応じてその土

量の 1~1/4 の割合の砂と 200kg/㎥の固化材を加え

て油圧ショベル（0.06 ㎥クラス）で混合し（図－

3参照）、その改良土を少しずつ掘削孔に投入しな

がらオーガーを逆回転させてコラムを築造してい

くものであり、コラムと周辺地盤の締固めが限界

に達するとその反力でオーガーが徐々に上昇し

（図－4参照）、所要の高さまで上昇したらオーガ

ーを外して、コラムの頭部を突き固めて築造の完

了となる。 

 

 

 

 

図－1 SSTオーガーの締固め機構 

図－2 地盤の掘削 

図－3 改良土の混合 

図－4 コラムの築造 
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その技術的特徴は、まず、掘削土を地上に排出す

ることから、孔壁や土質等を直接目視で確認しな

がら地盤の状況に合わせて最適な施工ができるこ

とであり、また、掘削土から異物や不適土等を除

去して油圧ショベルで十分に砂・固化材と混合で

きるため、コラムの全域にわたって均一で連続し

た高い品質が確保できることである（図－5、写真

－2参照）。 

 

 次に、開発したオーガーを掘削時と逆に回転さ

せるだけで、上述したとおり掘削孔に投入した改

良土と周辺地盤を鉛直方向と同時に水平方向にも

強く圧縮できることであり、砂を加えることによ

る粒度分布の改善とも相まって土粒子間の空隙や

水が十分に排除され、コラムはもちろん周辺地盤

も強力に締固めができることである（図－6参照）。 

それにより、コラムの設計基準強度が2,400kN/㎡
と従来の地中攪拌による工法に比べて5~6倍も高

くなり、圧縮強度分布についても桁違いに高強度

なものとなっている（図－7参照）。また、そのコ

ラムが周辺地盤を押し広げて拡張する形で築造さ

れることから、大きな地盤反力が発生し、鉛直支

持力だけでなく強い周面摩擦力も発揮することが

でき、さらには周辺地盤も締固められることによ

って、地盤全体としての支持力を大幅に向上させ

ることができた（図－8参照）。 

 また、その他の技術的特徴として、従来工法で

は必ず残土が発生し、その処分が必要であったが、

SST 工法では締固めによって土量を大幅に圧縮で

きるため、不適土等以外の残土は基本的には発生

せず、大型の施工機械や水も電気も使用しないの

で、現場での適用性や施工性が格段に良くなって

図－8 支持力の向上 

図－6 技術的特徴（締固め方式） 

図－5 技術的特徴（置換方式） 

写真－2 均一で連続した高品質のコラム 

図－7 強度の向上 
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コストも安くなる。さらに、SST 工法では固化材

が固結する前であっても締固めによってすぐに圧

縮強度が発現され、コラムを築造した翌日にはそ

の上で基礎工事等ができるほどの実用的な強度に

達することから、従来工法のような固化材の養生

期間がほとんど必要なく、上物も含めた工事全体

の工期も短縮できるという優位性もある。 

 

２.２ SST工法の適用範囲 

 

適用土質については、砂質土、粘性土、ローム、

有機質土（腐植土、高有機質土を含む）であるが、

地下水の流れが強い地盤、ガラや埋設物等がある

地盤は必要な対策や撤去をしなければ適用できな

い。なお、従来工法では適用できないpH4以下の

酸性土や固化材が固結しない土でも全て置換すれ

ば適用できるし、N 値が 0 の軟弱地盤や先端支持

層がない地盤でも、コラムの周面摩擦力で必要な

支持力が確保できれば適用できる。 

 最大接地圧は 300kN/㎡の重量物まで適用可能

であり、従来工法の適用範囲を大幅に拡大してい

る。 

コラム径は 400 ㎜、500 ㎜、600 ㎜、700 ㎜の

4種類であり、改良深度は最大で12mまで施工で

きる。 

 必要な現場スペース等については、使用する施

工機械が自走式の穴掘建柱車（3~4tクラス）と油

圧ショベル（0.06 ㎥クラス）だけであり、最小で

2.5m 程度の進入路と 4m×10m のスペースがあれ

ば施工できるので、従来工法の大型機械や設備で

は施工できない狭隘な現場でも適用できる（図－

9参照）。 

 

２.３ SST工法によるコスト縮減と工期短縮 

 

 従来から最も一般的に用いられているスラリ

ー撹拌工法を比較の対象として、当社の実績工事

で、SST 工法によるコスト縮減と工期短縮の効果

を試算した。 

 実績工事は、千葉県東金市地内で腐植土層が堆

積し地下水位が高い地盤上に動物病院（鉄筋コン

クリート造 2 階建て、上載荷重 65kN/㎡）を建築

するものであり、基礎面積 829.54 ㎡にコラム径

600㎜、コラム長5.78mのコラム279本を2,326万
円で施工したものである。同じ現場条件でSST工

法と同程度の地盤支持力をスラリー攪拌工法で出

すためには、設計基準強度を450kN/㎡とするとコ

ラム径1,000mm、コラム長5.08mのコラムが498本
必要となり、工事費は 3,897 万円と試算されるこ

とから、SST工法によって1,571万円（40.3%）の

コストを縮減することができた。 

 また、SST 工法ではコラムの打設は 35 日間か

かったが、スラリー攪拌工法では42日間かかるの

で、SST工法によって7日間（16.7%）の工期を短

縮することができた。さらに、スラリー攪拌工法

で必要となる 1 週間程度の養生期間も考慮すると、

その後の建築工事も含めた全体では大幅な工期短

縮となる（表－1参照）。 

表－1 従来工法（スラリー攪拌工法）との比較 

図－9 適用範囲の拡大 
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３．SST工法による防衛施設の強靭化・最適化 
 
「土粒子間の空隙と水を排除すれば土の密度と

強度が高まる」という土質力学の基本原理はいた

ってシンプルなものであるが、これをコラムの施

工において実現することはこれまで誰もできてい

なかった。SST 工法の技術的なコアである締固め

機構は、これを効率的・効果的に再現できるよう

にしたものであり、特に、地盤支持力の向上に大

きく寄与する水平方向への締固めについては、世

界で初めて実現できたことから、これまでの地盤

改良技術および建設技術の水準を大きく向上させ

たものである。 
 SST 工法により、従来の柱状地盤改良工法では

実現することのできなかった高強度と高支持力を、

従来よりも安価なコストと簡易な施工法で実現し

たことから、地盤改良や地盤補強の工事が促進さ

れることとなり、国内はもとより海外も含めて住

宅・社会資本の整備の推進に大いに貢献するもの

と考える。 
SST 工法の施工実績としては、4~5 階建て程度

のマンションといった中規模クラスの建築構造物

の地盤改良が中心となっているが、それでは本来

SST 工法が発揮できる高強度等のメリットをまだ

十分に活用できておらず、今後はより大きな荷重

のかかる防衛施設等への適用の拡大も期待される

ところである。 
現在、防衛省では全国に存在する約23,000棟の

建物や飛行場、港湾施設、電気・水道等のユーテ

ィリティを含む自衛隊施設について、大規模自然

災害や武力攻撃・テロ行為等の各種脅威に対する

強靭化を図るため、各基地や駐屯地等の最適化を

行い、自衛隊施設が保有すべき防護性能を確保し、

持続可能な施設の管理・運営を目的として最適化

事業が進められているところであるが、この事業

において当社のSST工法が多く採用されることに

よって、最適化事業が円滑に進捗し大いに貢献で

きるものと考える（図－10参照）。 
 
 

 

 

SST 工法は、上記で説明したとおり、当社が開

発し製造・販売する専用のオーガーさえあれば、

自衛隊の施設関連部隊等が保有している建設機械

で施工できるので、当社の技術者が部隊等の技術

者に施工現場で施工方法を伝授することにより、

地盤改良工事を外部の施工業者に発注することな

く、部隊等が直営で施工することも可能である。

ただし、部隊等が直営で施工することはないとい

うことであれば、SST 工法についてはもちろん当

社が責任を持って工事を請け負い施工することと

なる。（図－11参照） 

図－10 最適化事業のイメージ 

図－11 防衛施設への適用 
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また、ロシアによるウクライナ侵攻では旧来の

塹壕戦が激しく行われており、地上での戦闘時に

おける塹壕の必要性に防衛関係者の関心が高まっ

ているものと推察されるが、例えば平時に塹壕の

壁面となる部分をSST工法のコラムで構築してお

けば、戦闘状態になったときにコラムの壁に囲ま

れた区画内を掘削して周辺に掘削土を盛り上げる

だけで、短時間に堅牢な塹壕が構築できるので、

仮想敵国に気付かれることなく塹壕戦への備えを

しておくことができるものと考える（図－12、写

真－3参照）。 

 

 
 なお、最適化事業をはじめ防衛施設の整備に

SST 工法が採用され普及して行くためには、防衛

施設の関係者にSST工法を認知し理解していただ

くことが重要と考え、防衛施設学会の技術情報交

換事業にも SST 工法を登録しているので、是非、

情報交換をお申し込みいただきたい（技術情報交

換事業のURL：https://jsdfe.org/TIEP/TIEP.html）。 
 

４．おわりに 

世界的に安全保障環境が厳しさを増す中で、

SST 工法のような優れた技術を活用し、防衛施設

の強靭化・最適化が促進され、我が国の防衛力が

さらに強化・向上されることを強く望むものであ

る。 

写真－3 塹壕の構築イメージ 

図－12 塹壕の構築イメージ 
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回転杭工法の施工報告 
 

CONSTRUCTION REPORT OF SCREW STEEL PIPE 
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キーワード：基礎，鋼管杭，無排土 

（foundation, Steel Pipe Pile, No Soil Removal） 
 
 
 
 

1．はじめに 

 
鋼管杭は、高い材料強度と大きな変形性能を有してい

るとともに材料品質が非常に安定していることから、長

期にわたって使用され、高い信頼性が求められる建築物

の基礎に非常に適した材料である。昨今、環境への負荷

が低い、無排土での杭施工のニーズが増加している。筆

者らは無排土での施工が可能な回転杭工法を開発し、実

用化している。本論文では、回転杭工法の概要および特

徴、環境負荷低減のニーズに対応した事例として佐賀駐

屯地（仮称）での施工事例について述べる。 
 
 
2．回転杭工法の概要 

 

2.1 回転貫入杭の仕様 

 
 回転杭工法に用いる回転貫入杭の先端形状を図－1 に

示す。鋼管径の 1.5～3.0 倍の直径を有する 2 枚の半円状

の平鋼板を交差させたものを先端翼として鋼管の先端に

取り付けた鋼管杭である。先端翼の中心に孔（鋼管径の

1/2）が空いている開端タイプと、先端が完全に閉塞して

いる閉端タイプがある。先端翼は施工時には地盤から推

進力を得て杭を貫入させる役割を持ち、供用時には大き

な底面積で押込みや引抜きの荷重を支える役割を持つ。 
 
 

 

 
開端タイプ 

 

 
閉端タイプ 

図－1 先端翼の形状 
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2.2 適用範囲 
 
 建築分野で国土交通省大臣認定および性能評価を受け

ている適用範囲を表－1 に示す。先端地盤は砂質地盤お

よび砂礫質地盤としている。 

 

表－1 建築分野での適用範囲 

先端形状 杭径(mm) 先端翼倍率 最大杭長(m)

114.3～609.6
1.5、1.75、2.0
2.5、2.25、3.0

700～1200 1.5、1.75、2.0

114.3～267.4 2.0、2.5、3.0

318.5～508 2.0、2.25、2.5

600～1200 1.5、1.75、2.0

開端タイプ

閉端タイプ

87

60

 

 

 

2.3 施工機械 

 

 特殊な施工機械は使用せず、基本的には汎用機械を用

いた施工が可能であるが、大きなトルクを出せるような

改良がなされているものを用いることが多い。おおよそ

の選定目安を図－2に示す。 

 

 

杭径 

全周回転機 

100 

mm 

クローラ式杭打ち機 

200 300 400 500 600 700 800 900 1000 1100 1200 

 

図－2 施工機械の選定目安 

 

 各施工機械を図－3、図－4に示す。小・中径杭用には

自走式で杭頭部にトルクを作用させる機械、大径杭用に

は杭胴体部を掴んでトルクを作用させる機械（要クレー

ン）を用いるのが一般的である。 

 

  
     小型機         3 点式杭打機 

図－3 施工機械（クローラ式杭打ち機） 
 

 

図－4 施工機械（全周回転機） 

 

 

2.4 無排土施工 
 
回転貫入杭に地上からねじ込み力（トルク）を与える

と、先端翼が木ねじのような推進効果を発揮して、杭体

が地中に回転貫入していく。この際、杭体積分の土砂は、

先端翼下側の土砂が先端翼の上側および管内へ移動し、

先端翼の上側に移動した土砂は鋼管により側方へ圧縮さ

れる。土砂の動きを模式的に示したものが図－5である。

施工前後の杭周囲の地盤密度とＮ値を計測して比較した

事例では、杭施工後に杭の近傍で密度とN値が上昇して

おり、杭施工に伴って鋼管側方の地盤が圧縮されている

ことが確認できている。 
 

 

周囲の土砂 
の動き 

先端翼下側の土砂の動き 

開端タイプ 閉端タイプ 

図－5 施工時の土砂の動き 
 
 

- 82 -



 図－5に示した土砂の動きによって、施工中から施工

完了まで図－6、図－7のように地上部には一切土砂が排

出されないことが試験工事および実工事での実績におい

て確認できている。 
 

  
図－6 施工中の地表面 

 

  
図－7 施工完了後の地表面 

 
 無排土施工によるメリットは、残土処理費用が0にな

ることだけではなく、処理のためのダンプが不要で周辺

の交通への影響が抑えられることや、工場跡地等の土壌

汚染の懸念がある地盤でも施工が可能なことなどが挙げ

られる。 
 
2.5 セメントミルク不使用 
 
 大きな先端支持力を発揮するために、既製杭では支持

層内で根固め球根を築造するのが一般的である。また、

場所打ち杭では杭全長をコンクリートで築造する。 
回転貫入杭の場合、先端支持力を先端翼自身の剛性で

受け持つため，セメントミルクは一切使用しない。その

ため、井戸水を利用している地区や伏流水や被圧水が存

在する地区でも地下水への影響の懸念無く施工が可能で

ある。 
 
2.6 低騒音・低振動 
 
 回転貫入杭は鋼管をねじ込んで施工するため、大きな

打撃音は発生せず、低騒音・低振動での施工が可能であ

る。実際の杭を施工した時の4現場での測定結果は、騒

音が杭施工場所から10mで平均75dB、振動が平均35dB
であった。いずれも環境省が定める建設工事での基準値

（騒音 85dB、振動 75dB）と比較して十分小さな値であ

ることが確認できている。 
 

 

 

3．佐賀駐屯地（仮称）での施工事例 
  
本章では回転貫入杭の防衛施設での施工事例について

述べる。 
 
3.1 工事概要 
 
・件名 ：佐賀(5)駐屯地新設土木その他工事 
・発注者：防衛省九州防衛局 
・施工 ：大成建設・鴻池組・松尾建設 JV 
・杭施工：大洋基礎株式会社、 

ジャパンパイル株式会社、 
丸五基礎工業株式会社 

・杭本数：38本（バックショップ3）、 
     128本（格納庫3） 
・杭工事期間：令和6年3月～6月 
 
 図－8に工事位置図、図－9に施設平面図を示す。 
 

 
図－8 工事位置図 

 

 
図－9 施設平面図 
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また、表－2に回転貫入杭の仕様を示す。 
 

表－2 杭仕様 

バックショップ3 

杭径
(mm)

板厚
(mm)

先端翼径
(mm)

杭長
(m)

数量
(本)

1100 24 2200 66.5 38  
格納庫3 

杭径
(mm)

板厚
(mm)

先端翼径
(mm)

杭長
(m)

数量
(本)

800 22 1600 66.0 74

1000 22 2000 66.0 54  

 
3.2 回転貫入杭の採用要因 
 
 工事場所が面する有明海はのり養殖が行われており、

周辺地域との取り決めにより養殖期間は環境保持のため、

コンクリート打設工事を避ける必要があった。そのため

中堀り工法やプレボーリング工法では工程に支障をきた

す恐れがあり、コンクリート打設を必要としない回転貫

入杭が採用された。 
 
3.3 杭工事および施工結果 
 
施工の様子を図－10～13に示す。施工ペースは事前の

計画通り、1台あたり2日で1本のペースであり、5台の

施工機を使用して約3か月で全166本の施工を完了する

ことができた。また、地盤柱状図位置から離れた位置で

施工をするにつれ、杭先端の支持層到達が早くなり、支

持層が不陸している傾向がみられた。これに対して、速

やかに追加ボーリング試験を実施することによって地盤

の不陸を正確に把握する施工管理を行った。 
 
 
4．おわりに 
 佐賀駐屯地（仮称）新設工事で回転杭工法を適用した。

無排土で計画通りの工程で施工することができ、コンク

リート打設に制限があった本現場での適用性が有効であ

ったことを確認した。 
 

 
図－10 回転貫入杭施工状況（全景） 

 

図－11 回転貫入杭施工状況（搬入） 
 

 

図－12 回転貫入杭施工状況（杭吊り込み） 
 

 

図－13 回転貫入杭施工状況（貫入） 
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Video camera

Water

Block SABO dam

θw= 5deg.

Inflow

Outflow Sand

P

Water
Block sabo 
dam model

qin

15 deg.

Sand

Debirs flow

up

 

 
 

 

Block type 
Width 

w (mm) 
Height h 
(mm) 

Mass 

M1 (kg) 
Block type- 

a: interlocking block 
Actual 1630 940 3015 
Model 65.2 37.6 0.193 

Block type- 

b: rectangle block 
Actual 1630 500 3054 
Model 65.2 20.0 0.195 

 

13), 14), 15)  

  

 

 

1/25
20 cm 20 cm 300 cm  

h

w

w

 
 ( a)19) 

 

Block type 
Width 

w (mm) 
Height h 
(mm) 

Mass 

M1 (kg) 
Block type-c: 

wave-dissipating block 
Actual 1544 1698 1387 

Model 61.8 67.9  55.5  

 

h

b

c
 

( c)20) 
 

15 16)

17)

5 mm

qin = 1.5 L/s
30 L

18)  

2 a, b a 
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(Dam type- A ) 

 

(Dam type- B ) (Dam type- C ) 

 

(Dam type- D ) 

 

(Dam type- E )  (Dam type- F ) 

 
 

 
(Dam type- G )  

 
(Dam type- I ) 

    
(Dam type- H ) (Dam type- J ) 

 
 

65.2  65.2  37.6 mm; 0.193 kg

18)

 
b  a 

0.193 kg 65.2  65.2 mm
65.2 

 65.2  20.0 mm; 0.195 kg

 

Debris flow

 

 . 

 
Dam type Qout (L/s) Kb  ( = Qout / qin ) 

A, B 0.61 ~0.4 
C 0.59 ~0.4 
D << 0.1 << 0.1 

E, F << 0.1 << 0.1 
G, H 0.60 ~0.4 
I, J << 0.1 << 0.1 

 

 

c
a, b, c

A, B, C
 a

 
D, E, F

 b

 G  C 
6 3 = 18 3.5 kg  a 

3.5 kg
  c

 
 H   G  c 

1.75 kg  c 
 A 

 I  G 
3.5 kg  c 

 D  
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Case 
Block

Type 
Dam

type 
Sediment 

Mass

ΣM1 (kg) 
Stable 

1-1 
a 

A 

Nothing 

~6.9 NG 
1-2 B ~8.7 NG 
1-3 C ~10.4 OK 
2-1 

b 
D ~10.5 NG 

2-2 E ~15.8 NG 
2-3 F ~21.1 OK 
3-1 

a & c 
G 

Nothing 

~10.4 OK 
3-2 H ~8.7 OK 
4-1 

b & c 
I ~14.0 OK 

4-2 J ~12.3 NG 
5-1 a & c H 

Exist 
~8.7 OK 

5-2 b & c I ~14.0 OK 
 

 

 E  J  
 

 J  I  G
1.75 kg  

c 

 

 
 a  A  B  C

 
Kb Qout / qin 0.4

 c   G  H 
Qout 

 
 b  

D  E F J  Kb  
0.1

 Kb 

3
 

M1

Stable

 a
Case 1-1, -2, -3 :A, B, C  A

M1 6.9 kg  B M1  8.7kg
 b 

Case:2-1, -2, -3 :D, 
E, F  D M1 10.5 kg

 E M1 15.8 kg  C
M1 10.4 kg  F M1 21.1 kg

 E

 a  b 

7)

 
 a  

 c Case 3-1
G M1 = 10.4 kg Case 3-2 H M1 = 

8.7 kg
 b  I Case 4-1

M1 = 14.0 kg  J Case 4-2 M1  
= 12.3 kg

 J 

 H Case 3-2  
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 C Case 1-3

21)

Case:5-1, -2, : H, I

 

 a 
 b 

20 40   

21)

 
 

 

(Dam-A - - ) 

 

(Dam-B ) 

 

Dam-C - - ) 

 

( Dam-D- Dam-E- ) 

 
 

 

1/25 10 cm
50 cm 2 5

δ1

Hole-in, out
δ1

 

2 a b
 a 

 
 

18)  b  
a 

 b 
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Case 
Block  

type 

Dam  

type 

Sand; 

silica 

h1 

(mm) 
Hole 

1 
(mm) 

6-1 

Block-a 
Dam-A 

No.2 80 

In 

18 

6-2 No.5 80 12 

6-3 No.2 50 11 

6-4 Dam-B No.2 80 41 

7-1 

Type-b 

Dam-C 

No.2 80 In 

35 

7-2 Dam-D 41 

7-3 Dam-E 48 

8-1 
Type-a 

Dam-A 
No.2 80 

Out 19 

8-2 Dam-A’ In 18 

A’: Rotate the arrangement of A blocks at right angles 

 

Δδ1

Drop

Interlocked beam effect

 

 
 

A  B
 a

 A 
 B  

C D  b

 a 
 A 

90  A  

silica No. 2 or 5  h1 

hole
3  

 δ1

 a 
 A C D

 δ1 
Case 1-4  a 

 B  b 

Case 3-1 3-2
Hole
 A  
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300mm

 

 PV = 6.540 kN/m 

5
10

0.5 ~ 0.8

h = 
60mm

 

 
 ,  (1) 
 

   

 

,  

 
 ,  (2) 

 
 

   
      

 756 0.67  
 

 
 log 1  (3) 
 

   
  

  

 2.4 3.9 c

 

(NR)
h=60mm (GG66) PV = 
1.64  6.54 kN/m

D: 
Pv: 

v: 
= Pv / D

K D 

K: 
( )
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防衛施設学会令和６年度年次研究発表会（2025年2月） 
 
 

１ｋｍ先を照らす可視光レーザー投光技術 
 

VISIBLE LIGHT LASER PROJECTION TECHNOLOGY THAT ILLUMINATES UP TO 1 KM AWAY 
 

石川功一*，丸山広太郎** 
Kouichi Ishikawa and Koutarou Maruyama 

 
* 岩崎電気株式会社 商品開発部（〒361-8505 埼玉県行田市壱里山町1-1） 

** 岩崎電気株式会社 電材営業部（〒103-0004 東京都中央区東日本橋1-1-7） 
 

キーワード：レーザー照明，超挟角投光器，レーザー照明の安全に関するガイドライン 
（Laser lighting, Ultra narrow-angle floodlight, Laser Lighting Safety Guidelines） 

 
 

1．はじめに 

 
LED 照明器具は、蛍光灯やHID といった従来光源と比

較して発光素子が小さいため、配光制御がしやすく照明

率が優れているといった特徴がある。一方でLEDは、所

望の光学特性(光量)を得るためには、照明器具の中に多

数のLED素子を並べる必要があり、出力の大きな照明器

具になるほど配光制御が難しくなり、エネルギー損失が

大きくなるといった課題がある。そのため、大出力のサ

ーチライトのような超挟角投光器では、未だにキセノン

ランプなど、高輝度点光源を有する放電灯が使われてい

るのが現状である(図 1)。そこで本開発では、レーザー

光を蛍光体に集光することで、固体光源を用いた高輝度

点光源を実現し、一般照明用途として、キセノンスポッ

トライト代替品となる超狭角のレーザー投光器の製品化

を実現した。本稿では、その概要、従来技術と比較した

技術的な特長などについて述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2．開発品の概要 

 
照明用の光源として、青色半導体レーザーと蛍光体を用

いた高輝度の白色点光源を実現し、屋外常設に耐えうる、

耐震性、耐衝撃性、耐雷サージ性能、防水性能などを有

した軸光度が高く、遠方に光を届けることができる超挟

角投光器を開発した。外観図を図2に、外形寸法図を図

3 に、配光性能を図 4 にそれぞれ示す。軸光度 1,800 万

cdを有するため、1 km先を18 lxで照らす事ができ、1 lx
到達距離は、4.2 kmとなる。 
器具外部に出射される光は、青色レーザー光を蛍光体

で白色光に変換することでレーザー光を含まない自然光

(インコヒーレント光)に変換することで後述の安全性に

関する認証をクリアしている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２．外観図 

図１．光源の個体光源への置き換え 

図３．外形寸法図 

現在 
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3．レーザー光源ならびに挟角投光器の技術動向 

 
3.1 レーザー光源の先行技術 

 
 青色半導体レーザーを用いて蛍光体を励起する点光源

技術については、主にプロジェクター分野で実用化が広

がっている。従来の放電ランプから上記点光源技術に移

行することで、プロジェクターの寿命が大幅に改善し、

低消費電力化も実現した。しかしながら、レーザープロ

ジェクターの光源は、蛍光体冷却用の回転ホイールなど

の駆動部材から構成されており、屋外における長期的な

風圧荷重や振動に光学系が耐えられず、耐衝撃性も低い。

また、屋外相当の防水性と雷サージ対策もされていない

ため、長期的な屋外設置は不可能であった。 
 

3.2 挟角投光器の現状 

 
 従来、遠方スポット照明としてキセノンスポットライ

トが、モニュメント照明や、陸橋などの大規模施設の照

明、イベントの演出照明や、スタジアムなどにおけるヒ

ーローインタビュー、災害時用の監視照明、船舶照明な

どの分野で使用されている。LEDの技術革新が進んでは

いるが、キセノンランプと同等の高輝度な点光源は実現

できていない。そのため、現在でもLEDを用いた狭角投

光器では、軸光度が100万 cd程度であり、1,000万 cdを
超えるキセノンスポットライトへの置き換え製品は実現

できていない。 
 
4．本開発品の従来技術との差異 

 
4.1 キセノンスポットライトとの比較 

 
本開発品（以下、レーザー投光器）と、キセノンスポッ

トライトの特性比較を表1に示す。レーザー投光器は、

固体光源を用いることで、キセノンスポットライトと同

等の軸光度、及びビームの開きを、1/5 の消費電力で実

現した。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、キセノンスポットライトは、光源寿命が600 hと
短く、頻繁なランプ交換が必要だったが、レーザー投光

器の光源寿命は従来の10倍以上である10,000hとなるこ

とで、省メンテナンス性を実現した。さらに、キセノン

ランプはサイズが大きく、点灯電源も高圧パルス及び直

流高電圧が必要になるため、灯具、電源ともに大型で重

くなる。一方、レーザー投光器では、光源部が小さく、

LED照明器具と同等の電源で点灯できることから、灯具、

電源ともに、小型、軽量化を実現した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 なお、LAXISの電源寸法は、351×141×101mmです。 
 
 
4.1 光源の光束密度と配光の広がり 

 
LED光源では、高輝度なものでも素子1 mm2あたりの光

束は、28 lm/mm2 である。そのため、大光束を実現しよ

うとすると、光源サイズを大きくしなければならず、光

学効率が低下し、狭角LED投光器では図5（左図）のよ

うに配光が広がってしまう。他方、レーザー投光器では、

レーザー特有の集光性を利用し、707 lm/mm2と、LEDの

25倍の光束密度の点光源を生成し、精度の高い配光制御

を実現することで、図 5（右図）のようなシャープな配

光を実現することができた。 
 
 
 
 

図４．配光性能 

表１．特性比較 
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5．本技術開発の概要 

 
5.1 独自光学系ならびに安全機構の開発 

 
 青色半導体レーザーの出射光は、ビームの開きが横方

向と縦方向で大幅に異なる特徴がある。そのため、一般

的な非球面レンズで蛍光体に集光すると、円形状に集光

されずに、投光面も歪となる。そこで本開発品では、ビ

ームの開きに合わせた特殊レンズを設計し採用したこと

で、蛍光体面で集光された光を円形状とすることができ

た。また、耐熱性が高く色ムラがない特殊な蛍光体を採

用し、放熱構造を最適化して駆動部材のない独自の自然

冷却構造を実現することで、長期的な器具の信頼性と静

音性を確保している。故障時の安全対策としては、青色

レーザー光が外部に直接出射されないように、光学部材

の2重固定や遮光板の設置など、多重フェールセーフ構

造としている。上記の構造的な対策に加え、器具内のセ

ンサーで白色光を常時監視し、レーザー光が外部に漏れ

るといった異常が発生した際にレーザー出力を遮断する

安全機構を具備している。 
 

5.2 規格及びガイドラインの策定 

 
 レーザー光源を用いたプロジェクターについては、安

全性に関するガイドラインが存在していたが、レーザー

光源を用いた照明器具についての安全ガイドラインは存

在しなかった。そのため、119 団体からなる業界団体で

ある、可視光半導体レーザー応用コンソーシアムにおい

てタスクフォースを立上げ、レーザー照明に関する安全

ガイドライン(図6)を策定し、準拠する構成とした。また、

レーザー製品としての評価は、国際規格IEC60825及び、

IEC62471の内容にて外部機関の認証を得た。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
5.3 施工例 

 
レーザー投光器と、LED投光器を組み合わせた構成とし、

超挟角性能を用いたレーザー投光器の光芒（空気の散乱

による光の筋）で、神秘的な演出を実現した(図7)。出射

光はレーザー光ではないため、航空法には抵触しないが、

天空への光害を考慮し、レーザー投光器の照明光が天空

に照射されないように設置した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５．配光比較 

LED挟角投光器 レーザー投光器 

図６．レーザー照明のガイドライン（一部抜粋） 

図７．和奏光夜 尾長天満宮ライティング(広島県) 
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また、プロサッカーチームのホームスタジアムで使用

される多目的球技場に施工した様子を図8に示す。レー

ザー光の特性をいかした超狭角配光でヒーローインタビ

ューなどの際に印象的にピッチを照らし出す照明演出を

実現した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
6．おわりに 

 
 本稿では，レーザー光源を用いた投光器について概説

した。本開発技術は、社会に貢献が期待される業績とし

て、照明学会より第18回照明技術開発賞を受賞した。 

今後、「自衛隊施設の強靭化」に向けて最適化事業が計

画されており、本開発技術は次のような場面での活用が

想定される。 

・夜間、遠方の目視監視用（１ｋｍ～４ｋｍ） 

・夜間・災害時、遠方からの捜索や状況確認用 

・防犯対策向けの威嚇用 

この他にも自衛隊施設特有の用途に期待を抱いており、

今後、照射実験などを通じて多様な視点や意見が重要で

あると推察される。 

 

 

図８．フクダ電子アリーナ(千葉県) 
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「基地維持 ・管理」





防衛施設学会令和６年度年次研究発表会（2025年2月） 
 
 

GMS3（地中レーダ 3 次元モバイルマッピングシステム）による 

埋設管マッピング及びインフラ管理技術 
 

BURIED PIPE MAPPING AND INFRASTRUCTURE MANAGEMENT TECHNOLOGY WITH GMS3 
(GROUND-PENETRATING RADAR MOBILE MAPPING SYSTEM 3D) 

 
篠原潤* 

SHINOHARA Jun 
 

* （一社）日本インフラ空間情報技術協会（〒136-0071東京都江東区亀戸1丁目5-7） 
 

キーワード：地中探査，モバイルマッピングシステム，埋設物調査，埋設管マッピング，インフラ管理 
（Subsurface exploration, mobile mapping system, buried object survey, buried pipe mapping, infrastructure management） 

 
 

1．はじめに 

 
高度成長期以降に整備された道路橋、トンネルや下水道

などのインフラは今後 20 年で建設後 50 年以上経過する

施設の割合が加速度的に高くなる。インフラの老朽化は人

命に関わる事故やライフラインの寸断といった深刻な問

題を引き起こすため、喫緊の課題である一方、多額の費用

を要する悩ましい課題である。また、上下水道など埋設管

の老朽化による更新工事や近年激甚・頻発化している災害

の際の人命救助・支援物資輸送に重要な輸送道路を中心に

無電柱化も進められており、いかに効率的に工事を進める

かといった課題もある。 
我が国では、昭和 60 年代初頭から電線類を地中へ埋設

するなど無電柱化について計画的に取り組まれてきてお

り、一定の整備が図られてきたが、その水準は、欧米はも

とよりアジアの主要都市と比較しても大きく立ち遅れて

いる状況である。ヨーロッパの主要都市や香港などアジア

の主要都市では、無電柱化が概成しているのに対して、日

本の無電柱化率は東京23区で8%、大阪市で6%に過ぎな

い 1)。無電柱化の推進を阻んでいる要因はコスト高と事業

期間の長期化となるが、近年は災害の激甚化・頻発化によ

り電柱倒壊による停電長期化や緊急車両の通行を妨害す

ることが問題視され、緊急輸送道路を中心に無電柱化が進

められている 2)。 
一方で、老朽化した埋設管の補修や更新の設計・工事に

おいて、既設埋設管の高精度な位置特定や深さ情報が必要

不可欠であるが、現状は各占用管理者から台帳を収集して

現地でマンホール等を確認したり、試掘を行うことで埋設

管位置などを把握している。しかし、この方法では台帳の

精度自体に限界があり、実際の施工時には予期せぬ埋設物

により修正設計や移設調整など必要となり事業遅延が生

じる。このように既設埋設管の位置特定の正確性を上げる

ことは期間を短縮させて、事業コストの削減につながる。 
国土交通省が経済財政諮問会議において示した推計 3)

によれば、インフラに不具合が生じてから修繕を行う「事

後保全」の方法で保全を行う場合、2048年度には年間10.9
兆円～12.3兆円の維持管理・更新費がかかるとされている。

一方、インフラに不具合が生じる前に修繕やメンテナンス

を行う「予防保全」を行う場合、2048年度にかかる維持管

理・更新費は年間 5.9 兆円～6.5 兆円と約 47%抑えること

ができると見積もられている。予防保全の実現には点検・

調査をいかに効率的に行えるかが鍵となってくるが、この

点、昨今注目を集めているのが電磁波を使用した地中レー

ダをはじめとする非破壊検査技術である。 
本論では、3次元地中レーダシステムとモバイルマッピ

ングシステムを融合したGMS3（地中レーダ3次元モバイ

ルマッピングシステム）を用いた地下情報の埋設管と地上

情報（Google ストリートビューのような 360°全周囲映

像）を組み合わせて可視化した埋設管マッピングについて

紹介する。 
 
2．GMS3技術 

 
GMS3（図－1）は 3 次元地中レーダシステムと全周囲

カメラを用いたモバイルマッピングシステムを融合させ

た地下と地上情報の高精度に一元管理する 3 次元調査シ

ステムである 4)-7)。車両に搭載したGMS3（図－2）は最大

速度80km/hでデータ取得が可能なため、交通規制をかけ

ずに探査可能である。我々日本インフラ空間情報技術協会

では、GMS3技術の信頼性・効率性が向上するよう技術開
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発と技術普及に取り組んでおり、特許取得及び国土交通省

が運用する新技術情報システム NETIS への技術登録を行

い、主に国や地方公共団体の発注する路面下空洞調査や埋

設物調査に活用している。 
 

 
 地下 

 
 地上               

 
                  

 
図－1 GMS3概要 

 
図－2 GMS3探査車両 

 

2.1 3次元地中レーダシステム 

 

電磁波は地中を透過するため、路面下の非破壊検査とし

て地中レーダ探査が用いられる。地中レーダは送信機から

電磁波を発信し、電気的な性質（比誘電率）の異なる境界

面で反射した電磁波を受信機で捉える探査手法である。埋

設物や空洞と土の比誘電率が異なることから、その境界か

らの反射波が測定される。埋設物と空洞は波形の形状と極

性の違いから判別できる。空洞まで浅い場合は往復伝搬時

間が短く、一方深度が大きな空洞からの往復伝搬時間は長

くなる。また土質中における電磁波の減衰率は周波数に依

存し、周波数が高く波長の短い波は路面下の浅い部分の探

査に向き、周波数が低く波長の長い波は地中深くまで到達

することから深い部分の探査に向いている。GMS3で使用

している地中レーダは、複数の電磁波を一度に測定するマ

ルチチャンネルアンテナ（図－3）を採用している。 
マルチチャンネルアンテナは送受信機を複数持つアン

テナで、列に沿った方向について一度に測定できるため、

高速走行しながらアンテナ幅の一括測定が可能となり 3
次元地中情報が得られる。 
 

アンテナ移動方向 

 
図－3 マルチチャネルアンテナのイメージ 

 
2.2 モバイルマッピングシステム 

 
GMS3で使用するモバイルマッピングシステムは、全周

囲カメラで周囲と後方路面を撮影する。取得された全周囲

画像から画像の特徴点を抽出し、各映像フレームで特徴点

を追跡した解析によりそれぞれの時刻におけるカメラの

位置と姿勢（カメラベクトル、以下CV）を求める。図－

4のように各映像フレームにおけるCVを計算し、映像内

で任意の 2 点間の距離・高さ測定や座標の取得が可能と

なる。Googleストリートビューと類似した映像であるが、

本システムでは1秒間16フレームの映像を取得しており、

より高精度でデータを取得することが可能である。 
 

 
図－4 全周囲映像とカメラベクトル（CV）解析 

 
車両に搭載した 3 次元地中レーダは交通規制をかけず

に探査可能であるため、非常に長い距離を探査することが

できる。しかし、波形解析で空洞と推定される異常信号を

検出しても、どの位置に空洞があるか正確に把握できなけ

れば、実際に削孔して空洞の有無・規模を確認する2次調

査を円滑に行うことができない。また、過去の空洞との比

較で、信号履歴の管理を行う上で位置情報の比重は大きい。

すなわち定点の時系列変化を捉えることでこれまで以上

に陥没リスクの推定が効果的に行える。従来のラインスキ

ャンカメラでは、地中レーダ位置の基準を決めるため標識

③ 情報一元管理システム 

ビューアソフトを用い、①地下と②地上の高精度な3次元情報を紐付

け一元管理 

② モバイルマッピングシステム 

全周囲カメラを用いて地上のリアルで正確な地図を作成 

① 3次元地中レーダシステム 

地中レーダを用いて路面下の空洞や埋設管などを3次元検出 

空洞
埋設管 

全周囲カメラ 

3次元地中レーダ
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またはマンホールなどの構造物が必要である。また、周囲

の画像と対応させるのは難しい。さらにカーブでは画像に

歪みがあるため、異常信号箇所の位置把握が困難である。

また、図－5(a)のように高架下周囲では GNSS 信号の位

置精度が悪くなる課題があった。GMS3ではカメラベクト

ル解析を行うことで、それぞれ 2 回走行した水平断面図

を実際に走行した軌道へ補正可能なため、図－5(b)のよう

に走行した軌道が逸脱することなく空洞や埋設物形状等

を正確に捉えられる。 
 

 

 

図－5 高架下周辺の探査車軌跡と 

地中レーダ反射映像水平断面図 

2.3 情報一元管理システム 

 

GMS3 は 3 次元地中レーダシステムとモバイルマッピ

ングシステムを融合したシステムであり、同時に取得した

地下情報（地中レーダ信号）と地上情報（映像等位置デー

タ）を紐付けし、専用ビューアソフトのGMS3 Viewer（図

－6）で管理・表示する。 
GMS3 Viewer はオルソ画像上に異常信号箇所を表示す

ることで地下情報と地上の周辺画像が結びついており周

囲の状況を把握しやすく、動画パネルとオルソパネルは周

辺の構造物からの距離測定機能をもち現地での位置特定

の時間を短縮できる。また高精度の位置情報を持つため、

交差点等測線が直線でない場合でも位置を把握しやすい。

オルソ画像は直接 GIS ソフト上で表示および管理が可能

である。埋設管情報、過去の調査や陥没情報、補修工事情

報などの時系列管理も可能である。また地上情報からマン

ホール等の埋設管位置情報や吸出を受ける可能性がある

水路やひび割れなどの周辺状況を確認し、地下の空洞発生

のメカニズムの解明、埋設管情報の管理に役立てることが

できる。 
 
 

 

 

① 地中映像パネル（3 次元地中情報） 

3 次元地中レーダの取得データを

縦横平断面で表示。 

② オルソパネル（路面鉛直画像） 

全周囲カメラ映像から解析出力さ

れる路面フルカラー映像。（高精度

な Google アース） 

③ 動画パネル（全周囲カメラ映像） 

3 次元地中レーダのポイントとリン

クした全周囲カメラ映像。映像内で

距離・座標計測などが可能。（高精

度な Google ストリートビュー） 

④ 地図パネル 

図－6 GMS3 Viewerによる異常信号位置管理 

 
3．埋設管マッピング 

 
現在、地中レーダを用いた埋設物調査は、道路・歩道整

備や改良や電線共同溝などの無電柱化、地下埋設管の新

設・更新、ビルや工場などの建築の設計・工事に際して、

採用されており、調査結果から2次元CADでの平面図・

断面図の作成、近年であれば、BIM/CIM の取り組みから

3次元CADのモデリングが行われている。 
埋設物調査は、車道だけでなく歩道や工場などの敷地内

でも実施する必要があるため、GMS3は車両に限らず、現

場状況に応じてカートタイプや手押しタイプ（図－7）で

の調査が可能である。使用する機材は車両と同等で品質の

変わらないデータ取得・解析が可能である。 
 

  
図－7 GMS3カートタイプ（左）・手押しタイプ（右） 

 

(a) GNSSのみ 

(b) CV解析後 

① 地中映像パネル 
  (3 次元地中情報) 

② オルソパネル 
  (路面鉛直画像) 

③ 動画パネル 
  (全周囲カメラ映像) 

④ 地図パネル 
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GMS3でデータ取得・解析を行うことで、埋設管の変化

点など各ポイントの高精度な位置情報を緯度・経度等の座

標で得ることができ、地下と地上の位置情報もリンクして

いる。この位置情報を用いることで、平面図・断面図（図

－8）、3Dモデル（図－9）に埋設管情報を容易に入力する

ことが可能である。 
 

 

 
図－8 平面図（上）・断面図（下） 

 
図－9 3Dモデル 

 
上述したとおり埋設物調査は、設計や工事に際して採用

され、その調査結果を基に試掘や工事が実施されるが、試

掘や工事を行う際に、2次元の図面では直感的に分かりづ

らい、3次元モデルはデータも大きくなりがちで専用のソ

フトウェアが必要で現場に持ち出しづらいというデメリ

ットを有している。 
これらのデメリットを解消するために、GMS3の特徴を

生かした 3 次元埋設管マッピング（図－10）を開発した。 
GMS3 は地下と地上の 3 次元データを同時に取得する

ため、別途地上の測量を実施する必要がなく、短時間で高

精度かつ効率的なデータ取得が可能となっている。地下も

地上も3次元座標を有しているため、GISソフトなどを使

用してオルソ画像（路面鉛直画像）上へ埋設管位置を表示

させることが可能（図－10 a）で、全周囲カメラの取得映

像（図－10 b）は、画面内で距離や高さを計測が可能とな

っている。3次元埋設管マッピングは、データ取得・解析

より得た埋設管情報を 3 次元モデル化し、全周囲カメラ

の動画データと合わせることで視覚的に埋設管位置を容

易に把握することができるシステムである。 
3 次元埋設管マッピングは、PC やタブレット端末のブ

ラウザ上で稼働する専用ソフトウェアのインストール不

要なプラットフォームである。図－10 c画面左は3 次元

モデル化した埋設管と周囲映像が同時に表示され、データ

を取得した軌跡上に移動でき、任意の地点で360°全周囲

が確認可能である。画面右は地図上にオルソ平面図と埋設

管位置、現在位置と映像の向きを表示している。画面が任

意でカメラ映像のみ、地図のみの表示と切り替え可能であ

る。 
映像内にタグにより共有したい情報を登録可能で、タグ

にメモや写真・台帳などのJPEG・PDFファイルを登録し、

確認できる。 
 

 

 
a：埋設管解析結果（オルソ平面図） 

 

 
 c：3次元埋設管マッピング画面  

b：全周囲カメラ映像 
図－10 3次元埋設管マッピング 

 
タブレット端末で稼働可能なため、現地に持ち出し周囲

の状況を確認しつつ、映像により埋設管の位置・深さや複

数の埋設管の位置関係を地上から透過して視覚的に把握

できる。映像内で指定したポイントの 3 次元座標や対象
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物の長さ・幅・高さを公共測量精度（1/500）で計測するこ

とが可能で、その誤差は数 cm内に収まる。また、デスク

トップで使用することで事務所にいながら現場の状況を

確認でき、タグを用いることで必要な情報を容易に共有す

ることができる。 
GMS3で取得した結果を3次元表示することにより、高

い位置精度の 3 次元埋設管マッピングを提供することで、

視覚的に埋設管位置を確認することができるため、工事前

の試掘の実施数を抑えることでコスト・時間を削減するこ

とができる。その結果、「無駄な試掘による工数増加」、「試

掘時の埋設管損傷事故」、「予期せぬ埋設管などの発見によ

る想定外の工期延期」などのリスク低減への寄与が期待で

きる。 
 

４．インフラ管理への適用 

 
3 次元埋設管マッピングのプラットフォームを活用す

ることで、地下と地上情報の一元管理を容易に行え、総合

的なインフラ管理が期待できる。道路標識や道路照明等の

道路設備管理、路面のクラックや路面表示の点検・調査、

路面下空洞の調査・補修状況の確認などのインフラ管理に

活用することで以下のような効果が見込まれる。 
 
 全周囲カメラ映像を用いることで、現地に赴かず視

覚的に現地の状況を把握することができ、現地への

移動時間・コストの削減・効率化。 
 地下と地上情報を一元管理可能。 

 タグ登録を活用することで、情報共有が容易になり、

情報の追加・更新の煩雑さを低減。 
 一元管理による情報の紛失・分散を予防し、必要な

情報へ素早くアクセス可能。 
 補修・修繕履歴のデータベース構築 

 
現在、インフラ管理に関係する建設事業者や建設コンサ

ルタントは他業種にも増して人材不足問題が深刻化して

おり、維持管理業務の効率化、データベース化が喫緊の課

題となっている。そのため、これまで紙台帳や写真台帳に

頼り、何度も現地で確認を重ねる必要があった作業から解

放される本プラットフォームは人材不足問題の解決手段

の一助となりうる。 
 
５．今後の展開 

 
3 次元埋設管マッピングのプラットフォームをベース

に時間軸の概念を取り込み、異なる取得日時の映像を比較

可能とする「4次元マッピングプラットフォーム（GMS4）」
の開発も進めており、異なる日時の映像を並べて表示して

比較することで、より効率的なインフラの経時変化管理ツ

ールとして活用可能と考えている。 
平常時には地上のインフラ点検・保守や管理、地下の空

洞調査、埋設物調査で利用し、大規模地震や津波など被災

時には、被災状況の確認・調査や復興時の地元説明資料な

どに利用することで、災害からの早期復興に活用されるこ

とが期待される（表－1）。 
 

表－1 4次元マッピングプラットフォームの活用例 

 

平時 被災時 復興時 

   

地
上 

・インフラ点検・保守 

・インフラ財産管理 

・観光資源管理 

・防災教育 

・避難計画、実行 

・被災状況確認 

・被災度判定 

・復旧計画 

・保険査定 

・復興計画 

・境界の確認 

・地権者説明 

・復興状況確認、記録 

・復興進捗管理 

地
下 

・インフラ老朽化による空洞調査 

・埋設物調査 
・地震により発生した空洞調査 

・復興工事に伴う埋設管調査 

・地上ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ喪失時の境界の確認 

 
近い将来発生が確実視される南海トラフ地震などの大

規模地震の備えとして、予め平時の地下・地上情報の蓄積

をすることで、発災時に被災前後の映像比較が可能となり、

被害状況の把握や住民説明などに活用できる（図－11）。 
大規模地震時には、測量の基となる測量基準点がずれて

しまい、測量座標が役に立たなくなるケースもあり、この

点においては、地下の構造物が地震の時でも相対的な位置

が変動するケースが少ないことから、地下構造物の 3 次

元情報をベンチマークとした上で、平時と被災時の地上映

像を相対座標で位置を合わせるシステムとすることで、災
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害時に基準点の絶対座標にズレが生じた場合でも速やか

に正確な位置を把握できる。将来的には、比較映像の差異

のAIによる自動抽出を導入予定である。 
日本インフラ空間情報技術協会では、引き続き技術の活

用・普及、技術向上、技術情報交換を行うことで、広く担

い手を育成しつつ、より信頼性が高く効率性が向上するよ

う技術開発・普及に取り組んでいく。 
 

 

 

図－11 4次元マッピングプラットフォーム 画面イメージ 
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コンクリート構造物の自己治癒化によるメンテナンスフリーへのアプローチ 
～防衛施設の基盤であるコンクリートの「超」高耐久化を実現するバイオマテリアル～ 

 
AN APPROACH TO MAINTENANCE-FREE CONCRETE STRUCTURES THROUGH SELF-HEALING TECHNOLOGY 
～ BIOMATERIALS THAT MAKE CONCRETE, THE FOUNDATION OF DEFENSE FACILITIES, "ULTRA" DURABLE～- 

 
青木涼*、酒井亨**、黒川翔太*** 

AOKI Ryo and SAKAI Toru and KUROKWA Syota 
 

*  會澤高圧コンクリート（株） 福島RDMセンター長（〒979-1522 福島県双葉郡浪江町大字請戸字北迫1-3） 
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キーワード：コンクリート、自己治癒、バクテリア、メンテナンスフリー、高耐久化 

（Concrete、 Self-healing、 Bacteria、 Maintenance-free、 Ruggedization） 
 
 

1．はじめに 

 
コンクリートは、現代の建設材料として不可欠である

一方、ひび割れの発生を完全に防ぐことが難しいという

課題を抱えている。ひび割れは、構造物内部への水分や

酸素、有害イオンの侵入を許し、塩害や凍害、鉄筋腐食

を引き起こすことで、コンクリート構造物の機能や耐久

性を著しく低下させる原因となる。 
防衛施設では、防空壕やシェルターなど鉄筋コンクリ

ート構造物が多く使用されている。これらの施設は長期

間の安定した機能が求められるため、ひび割れ対策が極

めて重要である。ひび割れを早期に修復し、構造物の耐

久性を維持することが、防衛施設の機能を確保するうえ

で不可欠である。 
自己治癒コンクリートは、バクテリアの代謝活動を利

用して発生したひび割れを炭酸カルシウムで閉塞する技

術であり、防水性と耐久性を長期間維持する能力を有す

る。本研究で紹介する「Basilisk」は、この技術を実用化

したものであり、ひび割れ閉塞による鉄筋腐食の抑制に

より、従来のコンクリート構造物の設計耐用年数である

約60年を大幅に延ばし、100年以上の耐用年数を実現す

る可能性を持つ。 
本研究では、圧縮強度試験、長さ変化試験、促進中性

化試験、凍結融解試験、ひび割れ透水試験などの実験結

果を通じて「Basilisk」の性能を評価し、防衛施設の耐久

性向上と経済性への寄与を明らかにする。 
 

2．「Basilisk」自己治癒材の概要 

 

コンクリート製造時にバクテリアとその栄養源を混合

し、コンクリート硬化後に発生するひび割れをバクテリ

アの代謝活動によって閉塞するこの自己治癒コンクリー

ト技術は、2010年にオランダのデルフト工科大学でヘン

ドリック・M・ヨンカース博士らによって開発された 1)。 
その後、2016年から自己治癒コンクリートの開発に取

り組んでいた当社は、博士らのチームとの交流を契機と

して、この技術の量産化を共同で進め、2020 年 11 月に

世界で初めて自己治癒材製品「Basilisk HA」の量産化に

成功した 2)。（写真－1） 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

コンクリート製造時に混入される自己治癒材は、バク

テリア（Bacillus属、枯草菌の仲間）とその栄養源である

ポリ乳酸で構成される。このバクテリアは、硬化したコ

ンクリート内部で胞子に守られながら休眠状態にあり、

ひび割れの発生に伴い、ひび割れ表面のpHの低下や侵入

する水、酸素などを刺激として活動を再開する。活動を

再開したバクテリアは分裂を繰り返し増殖し、ひび割れ

表面でその効果を発揮する。 

バクテリアは練り混ぜ水によって分解されたポリ乳酸

から生成される乳酸カルシウムを摂取し、その代謝活動

により炭酸カルシウムを生成する。この過程では、二酸

化炭素と水も同時に生成され、これらの生成物がひび割

写真－1 「Basilisk HA」治癒材の外観） 
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れ中の未水和セメントと反応してさらなる炭酸カルシウ

ムを形成する。こうして生成された炭酸カルシウムがひ

び割れを自然に閉塞し、有害因子の侵入を防ぐことで、

鉄筋の腐食を長期的に防止することが可能となる。 

ひび割れが完全に塞がると、水と酸素の供給が絶たれ、

バクテリアは再び休眠状態に戻り、コンクリート内部で

その存在を維持する。このプロセスが繰り返されること

で、メンテナンスの必要性が大幅に低減し、構造物の長

寿命化が実現する。また、このバクテリアは高アルカリ

環境に耐性を有し、休眠状態で最大200年にわたる生存

が確認されている。 

バクテリアの顕微写真を写真－2 に、ひび割れ自己治

癒の概念を図－1に、生化学反応式を図－2に、自己治癒

の様子を写真－3にそれぞれ示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 自己治癒コンクリートの物性試験 

 
自己治癒コンクリート「Basilisk」の性能を評価するた

めに、さまざまな物性試験を実施した。本章では、ひび

割れの自己治癒性能だけでなく、フレッシュ性状や硬化

後の耐久性に関する試験結果を報告する。試験には、日

本工業規格（JIS）に基づいた標準試験方法を採用し、従

来のBase配合と自己治癒材を添加したBasilisk配合との

比較を行った。 

 

3.1 使用材料 

 

使用材料を表－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 配合 

 

配合条件を表－2に、配合を表－3示す。 

 

 

呼び強度 
(N/mm2) 

スランプ 
(cm) 

空気量 
(%) 

粗⾻材の最⼤
⼨法 

(mm) 
30 12±2.5 4.5±1.5 20 

 
 

配合の 
種類 

セメント 
(kg/m3) 

⽔ 
(kg/m3) 

細⾻材 
(kg/m3) 

粗⾻材 
(kg/m3) 

混和剤
(kg/m3) 

Basilisk 
(kg/m3) 

Base 311 149 854 1045 3.110 − 

Basilisk 311 149 854 1045 3.110 5.0 

  

3.3 試験項目 

 

(1)フレッシュ性状 

(a)スランプ試験 

JIS A 1101「コンクリートのスランプ試験方法」に準拠

した。 

(b)空気量試験 

JIS A 1128「フレッシュコンクリートの空気量の圧力に

よる試験方法−空気室圧力方法」に準拠した。 

 

(2)硬化性状 

(a)圧縮強度試験 

JIS A 1108「コンクリートの圧縮強度試験方法」に準拠

写真－2 バクテリアの顕微鏡写真（5000倍） 

図－1 バクテリアによるひび割れ自己治癒概念

図－2 バクテリアの生化学反応式 

写真－3 水中養生による自己治癒の様子 

表－1 使用材料 

表－2 配合条件 

表－3 配合 

材料 種類又は品名 メーカー、産地 物性等

セメント
普通ポルトラン
ドセメント

太平洋セメント㈱ 密度 3.16g/cm3

細骨材 陸砂 勇払産
表乾密度 2.66g/cm3

粗粒率 2.91

粗骨材 砕石2005 峨朗産
表乾密度 2.70g/cm3

実績率 62.0%

混和剤
マスターポリ

ヒード
ポゾリスソリューション

ズ 密度1.07g/cm3

自己治癒材 Basilisk HA 會澤高圧コンクリート㈱ －

水 地下水 工場敷地内 －
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し、測定は、脱型時気中養生（材齢1日）後、20℃の水

中養生（材齢7日、28日）とした。 

(b)長さ変化試験 

JIS A 1129-3「モルタル及びコンクリートの長さ変化試

験方法（ダイヤルゲージ法）」に準拠した。供試体は、

10×10×40cm の角柱試験体を用いた。材齢7 日まで 20℃
の水中養生を行った後、測定を開始した。乾燥条件は温

度20℃、湿度60%とした。測定材齢は、7日、28日、56
日、91日、182日とした。 

(C)促進中性化試験 

JIS A 1153「コンクリートの促進中性化試験方法」に準

拠した。供試体は、10×10×40cm の角柱試験体を用い、

脱型後材齢4週まで20℃の水中養生を行った後、相対湿

度60%，温度20℃の恒温恒湿室に材齢8週まで静置し試

験を開始した。中性化の促進条件は，温度20℃，相対湿

度60%，二酸化炭素濃度5%とした。測定材齢は、7 日、

28日、56日、91日、182日とした。 

(d)凍結融解試験 

JIS A 1148「コンクリートの凍結融解試験方法」（水中

凍結融解試験方法 A 法）に準拠した。供試体は、

10×10×40cm の角柱試験体を用い、脱型後材齢 4 週まで

20℃の水中養生を行った後、試験を開始した。測定材齢

は300サイクルとし、質量減少率及び相対動弾性係数を

測定した。 

(e)ひび割れ透水試験 

内径140mm、高さ80mmの塩ビ管にコンクリートを詰

め、材齢4週まで20℃の水中養生を行い、縦に設置した

塩ビ管に対し、圧縮試験機を用いて徐々に加圧し、塩ビ

管内のコンクリートに強制的にひび割れを発生させた

(写真－4)。なお、ひび割れ幅は0.5±0.1mmとした。塩

ビ管供試体上部に水頭圧が一定となるように水を張り、1

日1回1時間あたりの透水量を測定した(写真－5)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4 試験結果と考察 

 

 (1)フレッシュ性状 

フレッシュ性状試験結果を表－4に示す。「Basilisk HA」
を 5kg/m3添加したBasilisk 配合について、スランプと空

気量は Base 配合と比較して有意な差は認められなかっ

た。 
 
 

 

 

 

 

(2)硬化性状 

圧縮強度試験結果を図－3に示す。材齢28日において

は、Base 配合が 36.6N/mm2、Basilisk 配合が 37.8N/mm2

であり、自己治癒材「Basilisk HA」の添加による悪影響

は認められなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4に長さ変化率試験結果を、図－5に促進中性化試

験結果を、図－6に凍結融解試験結果（質量減少率）を、

図－7 に凍結融解試験結果（相対動弾性係数）を示す。

これら全ての試験結果において、両配合間に顕著な差は

認められなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真－5 ひび割れ透水試験状況 

写真－4 ひび割れ発生状況 

図－3 圧縮強度試験結果 
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表－4 フレッシュ性状試験結果 
配合の
種類 

スランプ 
(cm) 

空気量 
(%) 

温度 
(℃) 

Base 13.0 5.5 27 

Basilisk 13.5 5.5 27 
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図－8 に、ひび割れ透水試験の結果を示す。この試験

は、Base 配合および Basilisk 配合の両方で、3 か月間に

わたり実施したものである。Base配合では、透水量が緩

やかに減少する傾向が見られたが、試験開始から2か月

後には減少がほぼ止まり、試験開始時の約 1/2 の透水量

で安定した。一方、Basilisk配合では、試験開始時から透

水量が急激に減少し、約1か月半で完全に透水が停止し

た。これらの結果から、自己治癒材料「Basilisk」が漏水

対策として極めて有効であることが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 実構造物によるひび割れ修復実証実験 

 

本技術の実証実験として、当社のコンクリート製品工

場（北海道勇払郡むかわ町）内にある大型コンクリート

水槽を自己治癒コンクリートで施工し、発生したひび割

れの修復状況を観察した。その結果、約2週間でひび割

れからの漏水が停止したことを確認した。（写真－6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 自己治癒コンクリートによる超高耐久構造の実現 

 

本技術は、コンクリート構造物のひび割れを自己治癒

することで、コンクリート構造物の「超」高耐久性およ

びメンテナンスフリーを実現する。従来のコンクリート

では設計耐用年数が約60年であるのに対し、自己治癒コ

ンクリートを適用することで、設計耐用年数を100年以

上に延ばすことが可能となる。この長寿命化は、ひび割

れからの水漏れや鉄筋腐食を効果的に防止することに起

因する。また、長期にわたる耐用年数により、構造物の

解体再建頻度が減少し、コンクリートの使用量が抑制さ

れることで、CO2排出量の大幅な低減も実現する。 

また、本技術の導入は初期コストを一定程度増加させ

るものの、構造物の長寿命化や維持管理費用の削減によ

り、ライフサイクルコスト（LCC）の削減効果が期待さ

れる。その概念を図－9に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、本技術におけるひび割れ治癒は、炭酸カルシウ

ムの生成によって実現される。この炭酸カルシウムはひ

び割れを閉塞し、水密性を向上させる効果があるが、機

械的な強度の回復は期待できない。そのため、設計段階

で十分な構造強度を確保することが不可欠である。なお、
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図－6 凍結融解試験結果（質量減少率） 

図－7 凍結融解試験結果（相対動弾性係数） 

図－8 ひび割れ透水試験結果 

写真－6 実構造物ひび割れ修復実証実験 

図－9 メンテナンスフリーとCO2削減の概念図 
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自己治癒材料内のバクテリアについては、EU規格及び日

本のデータベースに照らし合わせた結果、環境や人への

影響が無害であることが確認されている。 

 

6. 自己治癒技術の適用範囲と海洋環境下での有効性 

 

本技術は、コンクリート全般に適用可能であるが、特

に水関連の構造物、地下構造物、トンネルなど、維持管

理が困難な構造物のひび割れ修復に高い効果が期待でき

る。また、海洋構造物においては、最も重要視される水

密性が、ひび割れの自己治癒機能により確保されるため、

同様に大きな効果が見込まれる。 
なお、バクテリアの海水環境下での生存および活性に

ついては、海水に浸漬する実験を行い検証した。実際に

バクテリアを海水に浸漬して観察した結果（写真－7）、

長時間経過してもバクテリアの生存および活性に問題が

ないことが顕微鏡観察で確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7. 自己治癒コンクリートの採用事例と市場拡大 

 

本技術によって開発された自己治癒材は、実用化当初

はプレキャストコンクリート製品への使用が中心だった

が、近年ではレディーミクストコンクリートへの利用も

増加している。2024 年 12 月現在、自己治癒コンクリー

トの出荷量は、レディーミクストコンクリートで 8,900
㎥、プレキャストコンクリートで87,000トン（コンクリ

ート量に換算して約36,000㎥）に達している。案件数は

増加傾向にあり、今後さらなる拡大が見込まれる。 
大型コンクリート工事への採用も増加しており、2021

年6月23日にはレディーミクストコンクリートとして初

めて自己治癒コンクリートが採用された。写真－8 は、

札幌市水道局が発注した豊平川水道水源保全管理センタ

ー新設工事を示している。この工事では、水資源を貯え

る池状構造物 2 基のうち、1 基に自己治癒コンクリート

を採用し、約4,700㎥が打設された。 
また、オランダでも自己治癒コンクリートの採用が進

展している。写真－9 は、ゼーラント州の廃水処理プラ

ント施設（2020年）の施工事例を示しており、建築構造

物や土木構造物における実績が確認されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 

 

 

 

 

 

 

なお、本技術のメカニズムを生かして、コンクリート

製造時に混入する自己治癒材の他に、既存コンクリート

の大きな幅のひび割れを修復する自己治癒モルタル補修

材「Basilisk MR3」や、既設コンクリート構造物の微細ひ

び割れを補修する液体治癒材「Basilisk ER7」の製品もそ

れぞれ開発している3)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－7 海水中バクテリアの生存状況（5000倍） 

写真－8 札幌市豊平川水道水源保全管理センター

新設工事 

写真－9 オランダ ゼーラント州廃水処理 
プラント工事 

写真－10 自己治癒モルタル補修材「Basilisk MR3」 

写真－11 液体治癒材「Basilisk ER7」 
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8. 防衛インフラを支える自己治癒コンクリート技術 

 

防衛施設関連の構造物には、通常の構造物以上に高い

耐久性、信頼性、そしてメンテナンスの容易さが求めら

れる。これらの施設では、機能の中断が許されず、長期

間にわたり安定した運用を維持することが不可欠である。

このような厳しい要求を満たすため、自己治癒コンクリ

ートが革新的な技術として注目されている。 

自己治癒コンクリートは、防衛施設の耐久性向上や水

密性の確保に寄与し、ライフサイクルコスト（LCC）の

削減を実現する可能性を持つ。また、ひび割れの自己修

復機能により、メンテナンスの頻度を大幅に低減し、構

造物の長寿命化を促進する。この技術は、国内外におけ

る採用実績を踏まえ、防衛施設への導入を積極的に進め

るべきである。 

本章では、自己治癒コンクリートの適用例と技術的利

点を挙げ、防衛インフラにおける本技術の有用性を具体

的に示す。 

 

8.1 防衛施設における自己治癒コンクリートの適用例 

 

(a)地下施設・シェルター 

地下施設やシェルターでは、地下水や湿気によるひび

割れの進行が問題となる。自己治癒コンクリートは、ひ

び割れを自己修復することで地下水の侵入を防ぎ、内部

の防水性を長期間にわたって確保する。 

(b)滑走路や駐機場 

滑走路や駐機場は、航空機の重量や振動、燃料などの

化学物質にさらされるため、ひび割れが発生しやすい。

自己治癒コンクリートを使用することで、ひび割れを迅

速に閉塞し、構造物の表面劣化や損傷を防止する。 

(c)沿岸部施設（港湾・弾薬庫） 

塩害が深刻な沿岸部の防衛施設では、塩分が鉄筋に浸

透することで腐食が進行し、構造寿命が著しく低下する。

自己治癒コンクリートは、塩分の侵入を防ぐ効果が高く、

沿岸部施設の長寿命化に貢献する。 

(d)貯蔵施設（弾薬庫・燃料タンク） 

貯蔵施設では、安全性確保のための水密性が重要であ

る。自己治癒コンクリートは、ひび割れによる水漏れや

外部物質の侵入を防ぎ、貯蔵物の保護に寄与する。 

 

8.2 自己治癒コンクリートの技術的利点 

 

(a)水密性と耐久性の向上 

自己治癒コンクリートは、ひび割れを炭酸カルシウム

で閉塞することで、構造物の水密性を大幅に向上させる。

これにより、鉄筋腐食や内部劣化が防がれ、構造物の耐

久性が向上する。 

(b)メンテナンスコストの削減 

防衛施設は高頻度な点検や維持管理が必要とされるが、

自己治癒コンクリートを使用することでメンテナンスの

頻度を低減し、長期的なコスト削減が可能となる。 

(c)突発的損傷への対応力 

防衛施設では突発的な衝撃や外力による損傷が発生す

る可能性がある。自己治癒機能により、これらの損傷に

よるひび割れを早期に修復し、施設の運用を継続できる。 

 

9．終わりに 

 
自己治癒コンクリート「Basilisk」は、防衛施設の耐久

性向上とメンテナンス負担軽減を実現する可能性を持つ

革新的な技術である。本研究では、ひび割れ透水試験等

の物性試験を通じて、ひび割れ閉塞機能の有効性と耐久

性向上の可能性を確認した。この技術は、従来60年程度

とされてきた設計耐用年数を大幅に延ばし、防衛施設の

計画や設計思想そのものに変革をもたらす可能性を秘め

ている。 
設計耐用年数の延伸により、構造物の更新頻度の低下、

ライフサイクルコスト（LCC）の削減、さらにはコンク

リート使用量とCO2排出量の抑制といった、経済的・環

境的なメリットが期待される。特に、長寿命化による持

続可能なインフラ構築への貢献は、防衛施設において大

きな意義を持つ。 
今後は、防衛施設特有の環境条件や要求に対応した実

証実験を進めるとともに、本技術を実際の防衛施設に導

入し、その効果を実証していく必要がある。「Basilisk」
は、防衛施設の設計と運用に新たな価値を提供する次世

代の基盤技術として、大きな可能性を秘めている。 
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防衛施設学会令和6年度年次研究発表会（2025年2月） 
 

映像鮮明化技術とAI技術を活用した外周警備システム～SOLPAK4～ 

THE PERIMETER SECURITY SYSTEM UTILIZING  
VIDEO CLARIFICATION AND AI TECHNOLOGY -SOLPAK4- 

横山雅俊* 
YOKOYAMA Masatoshi 

 
*工博 (株)ユニバーサルコンピュータ研究所（〒542-0086 大阪市中央区西心斎橋1-9-16） 

 
キーワード：AI, 映像鮮明化，防衛局面，施設維持管理，外周警備システム 

( AI, Video clarification, Defense field, Infrastructure maintenance, Perimeter security system) 
 
 

1．はじめに 

 
 防衛施設をはじめ港湾施設、空港施設などの外周を警

備するシステムについて論ずる。 
 特にここでは、映像鮮明化技術と AI 技術の活用を取

り上げている。 
 映像鮮明化装置として大規模な外周警備システムに適

するよう、ネットワーク対応であり映像鮮明化装置自身

にAI機能が内蔵可能な装置を説明する1) 2)。 
 AI技術には広範囲な役割があるが、ここではセキュリ

ティ強化のため「防衛省 AI 活用推進基本方針」による

AIの活用分野として「①目標の探知・識別「②情報の収

集・分析」に属する機能について言及する 3) 。 
 

2. 映像鮮明化技術 

 

2.1 映像鮮明化処理 

 映像鮮明化処理は以下の機能をもっている。 

 (1) 霧や煙などの空中の視界不良改善 

 (2) 濁った水中の視界不良改善 

 (3) 暗闇や逆光による視界不良改善 

 (4) 肉眼では視認しにくいわずかな物体の変化を可視

化して確認を支援 

 (5) 鮮明化最適調整の支援 

 

2.2 施設維持管理の活用例 

 まず、鮮明化の詳細を論述する前に、施設維持管理に

おけるわかりやすい鮮明化の活用例を示す。 

 図－1 に示すように、鮮明化技術を使用することによ

り、従来、目視や通常カメラ撮影では確認が困難であっ

た施設や構造物の劣化や汚れ状況を的確に把握すること

ができる。 

 小さな傷も強調して表示されるので、迅速に劣化個所

を発見することが可能になる。また、水中環境や夜間の

監視映像にも有効な技術である。 

  

 

図－1 施設維持管理等における鮮明化の活用例 

 

2.3 展開分野 

 ここでは、映像鮮明化装置の展開分野に列挙する。 

 防衛分野以外での利用分野の理解に参考になるものだ

が、本論文ではこれらの詳解は割愛する。 

海事:海上監視、船舶運航、港湾監視・ブイ搭載監視 
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警察:捜査支援、証拠映像解析、鑑識作業支援 

放送:災害現場映像、一般放送映像、お天気カメラ 

建設:構造物劣化診断、トンネル、橋梁、水中建造物、 

水中工事 

土木:トンネル掘削切羽の地山性状把握、岩盤分類支援 

水道:ダム点検、上水道点検、下水道点検、水質油膜発生

点検 

環境:ごみ焼却場監視、気象監視、大気汚染監視 

発電所:発電所点検(火力、水力、原子力、太陽光、 

バイオ)、ダム水中設備 

電気:鉄塔、配管、水中配管、発電機、判別困難部品識別 

道路:施設劣化診断、路面劣化診断、空洞化予備調査 

航空:航空機視界改善、ドローン航行支援、航空機点検 

空港:滑走路点検、設備点検、気象判定、除雪作業支援 

交通:運転時視界改善、監視カメラ視界改善 

鉄道:列車劣化診断、線路劣化診断、保線作業支援 

自動車:車両外観検査、内装点検・塗装検査、 

エンジンルーム点検 

交通事故:交通事故現場検分、車両外傷検証、道路設備損

傷検証・事故査定 

捜査:防犯カメラ解析、遺留品検分、麻薬発見、 

水底の沈下物捜索 

消防:現場捜索視界改善、消防士装備、消防車装備 

防災:河川監視、津波監視、土砂崩れ監視、土石流監視、

被害予測 

印刷:透かしの表面チェック、紙幣確認、有価証券確認 

文化財:遺跡発掘物の調査、古文書解読、遺物復元支援、

遺物同定 

考古学:発掘支援、水中考古学、破損部分の認識 

医療:医療器具点検、X線、CT/超音波映像、内視鏡、 

術野カメラ支援 

研究:顕微鏡、悪環境での観察カメラ 

美容:お肌診断、化粧確認 

不動産:住宅物件の査定、壁面状態管理、 

マンション経年管理 

店舗:店舗物件の査定、店舗清掃判定、 

暗照明営業店舗の監視 

保険:物損事故被害物の査定（海上、陸上、構造物） 

食品:加工均一度判定、異物混入検査、鮮度判定 

製造:外観出荷時検査精度向上、商品パッケージ検査、 

液晶パネル検査 

素材:金属刻印認識、金属表面検査、樹脂表面検査、 

ゴム表面検査 

養殖:水中養殖状態監視、魚種魚数管理、盗難防止 

水産:魚介類生態観察、水質確認 

潜水:水中状態の確認、水中探査支援、沈下物の識別 

放送:映像欠陥の検査、古典的映像の復元 

農業:農作物の外観検査、土壌状態の判定 

気象:雲種判定支援、観天望気の支援 

 

2.4 映像鮮明化の基本 

 本論文は映像鮮明化活用を中心に論述するものである

ので、以下では鮮明化技術処理の一例のみを挙げて、処

理内容の理解を補助するものとする。 

 この説明は、ある設定条件での一例であり、あくまで

も鮮明化処理の基本を理解いただくために簡単化して記

述するものである。 

 図－3 のグラフは、Y 軸が輝度変化、X 軸は便宜上 1

次元で表現しているが映像内の模様を現わしているとい

う前提に立って見ていただきたい。 

 

図－3 鮮明化における輝度分布の変化 
 

 鮮明化前の映像には、輝度レベル1%を中心に1%程度の

違いの輝度で文字Aが、輝度40%と輝度60%で文字Bが、

輝度99%を中心に1%程度の違いの輝度で文字Cが描かれ

ているとする。 

 通常、この文字A,C は輝度差が少ないため、肉眼では

視認できない。 

 そこで、鮮明化処理を加えた後の鮮明化後映像を示す

ものとする。これは実際に、基本的な設定で鮮明化処理

を加えた映像である。なお、グラフは説明用に抽象化し

たものである、 

 右の鮮明化後グラフでわかるように、輝度変化の大き

な部分はほとんどそのままであるが、輝度変化の小さな

部分だけが大きな輝度変化に変わっており、かつ全体が

見やすい輝度中央に移動している。 

 このように、鮮明化処理は、映像中の輝度変化の小さ

な部分だけを大きな輝度変化に変えるものである。 

 なお、ここでは詳しくは説明しないが、画面全体をす

べて対等に処理するものでなく、画面を細かい部分 

に分割しそれぞれ最適に処理するものである。  

 

3．映像鮮明化システム 

 

3.1 システムのタイプ 

 今回、活用する映像鮮明化システムとしてサーバータ

イプに言及する。 

 映像鮮明化サーバーは、静止画や動画などをネットワ

ーク経由で鮮明化でき、ライブ機能も備えておりさまざ

まな映像入力（HDMI,NTSC,IPカメラ,遠隔HDMI）をリア
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ルタイムで鮮明化可能である。ネットワーク機能では、

業界標準である ONVIF プロトコルなどの映像入出力に

よる鮮明化が可能である。 

 

 
図－3 映像鮮明化サーバーの構成 

 

3.2 映像鮮明化サーバーの機能 

 

・静止画や動画ファイルまたは映像ストリームをLAN接

続された映像鮮明化サーバーで処理可能である。 

・処理時に鮮明化設定を指定することができる。 

・鮮明化結果には、元画像と鮮明化画像の横並び比較映

像を自動的に作成できる。 

・画像解析機能の基本として画像間の差分映像作成を指

定できる。画像解析機能の拡張としてAI搭載が可能であ

る。 

・ONVIF 映像ストリーム方式の監視カメラやレコーダの

映像が鮮明化可能である。 

・鮮明化詳細設定として、鮮鋭化、色空間補正、水中色

彩補正、輝度リミッター機能が指定できる。輝度リミッ

ターは水中映像あるいは夜間映像等で視界を妨害する強

い光源を消去できる機能である。 

  

3.3 映像鮮明化機能の防衛分野展開 

ここでは、特殊部隊対処の防衛局面における展開を論

述する。 
図－4中、◆で始まる枠部分が本論文での論点である。 
図－5に陸上分野における鮮明化活用事例を示す。 

・海中ダイバーの探査 
鮮明化により、上空から低深度の海域における海中構

造物を認識することができる。この機能を利用すれば、

海中にある機雷・不審ダイバー・低深度の潜水艦の発見

精度を向上させることができる。 
・埋設地雷の探査 5) 
鮮明化により、地面の微細な状況を把握し、わずかな

異変を検知できる可能性がある。 

例えば地雷を埋設した場合、地面を掘り起こし再度埋

設した際には、地中水分の変化による微細な地面の変化 
を鮮明化で認識して探査できる可能性がある。 

 
図－16特殊部隊対処の局面(令和6年版防衛白書 

図表Ⅲ-1-4-15特殊部隊防衛のイメージ図より引用4)) 
 
を鮮明化で認識して探査できる可能性がある。 

・遠方監視の支援 
 遠方建物内に不審者が居る場合、建物ガラスによる外

光の反射により建物内部は視認性が低下する。 
 そのような場合に、鮮明化で建物内部の人物を特定で

きる可能性がある。 
・建物捜索の支援 
 建物に対し何らかの工作（爆破物の設置）がされた場

合、建物壁面での微細な変化を鮮明化で検知できる可能

性がある。 

 
図－5 陸上分野における鮮明化活用事例 
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4. AI技術 

 
4.1 研究の背景 

 
 AI 技術は現在3 世代目の発展であると言われている。 
 筆者は、1980年代ちょうど第2世代目の時代に大阪大

学の人工知能研究室において人工知能・分散処理ネット

ワーク・画像認識の研究室で研究を行っていた 6)。 
 第2世代は、ルールベースの人工知能でエキスパート

システムが研究の中心的なテーマであった 7)。 
 当時はルール（if～then～型）を木構造あるいはリスト

構造で表現するため、Lisp と呼ばれるリスト処理言語が

主流であった。この世代は、対象分野のルールを人間が

解析して、プロダクションシステムと呼ばれる判断シス

テムを構築する必要があり、人工知能といいながら事前

の人間による大きな労力を要した。そのため、第2世代

は大きな発展にいたらず、AI技術が世間の注目を浴びる

ことがなかった。 
 しかし、その後、コンピューティングパワーの目覚ま

しい発展に押され、大量のデータを処理することによる

機械学習が現実的になってきた。現在は、大量の学習デ

ータを投入することで分類や認識につながる深層学習

（ディープラーニング）が主流となっている。また、エ

ッジデバイスの高性能化はAI活用の場を拡大している。 
 
4.2 警備システムにおけるAIの活用 

 AI は人工知能と言われるように、人間のような知的

能力を示す技術を意味する。 
 この処理は以下のように分解できる。 
 
・学習  データを基にして知識を獲得する。 
・推論  与えられたデータから論理的に結論を導く。 
・認識  音声や画像の意味を理解する。 
・意思決定  最適な選択肢を選ぶ。 
 
 警備システムにおいて AI が活用できる要素は以下の

部分である 8)。 
 
・監視カメラ 
 現時点では、監視カメラ内部で AI 処理を行うことが

主流となっている。本システムではこの監視カメラのAI
機能に対応している。 
・センサー 
 各種センサー内部に AI 機能を含むことは望まれる手

法ではあるが、現時点ではまだこの製品は多くない。 
 OPTEX Fiber Defender は光ファイバーフェンスセン

サーであるが振動波形出力機能があり、波形を AI 解析

することでより精度向上の可能性があると思われる 9)。 
・PC 

 複雑な制御を行うPC内でのAI処理は期待されている

機能である。 
 
 AIの役割は以下の通りである。 
・自動化 
 監視映像やセンサー情報の分析処理を通じて人的作業

の負担を軽減する。 
・異常検知 
 通常のパターンから外れた動きを自動で検出する。 
・データ分析 
 長時間の映像データを分析して必要な事象を抽出する。 
・プライバシー保護 
 必要に応じてデータを匿名化しながらモニタリングを

行う。 
 
4.3 AI対応カメラ 
 ここでは、i-PRO のセキュリティカメラを例に、AI
技術を活用した機能を整理する 10)。 
 i-PRO の AI 対応カメラでは以下の機能をカメラが内

蔵し、システム開発者は提供される SDK(ソフトウェア

開発キット)によってセンサー機能として有効に活用す

ることができる。 
 
(1) 人・物体検出 
 映像内で人や物体を自動的に識別できる。 
(2) 顔認識 
 特定の人物を識別することができる。 
(3) 車両認識 
 車両種類やナンバープレートの識別ができる。 
(4) 動体検知とアラート通知 
 対象の動きの検出に加えて、動体の「不自然な動き」

を判断し、その場合にのみアラートを発することができ

る。 
(5) 車両の速度計測 
 通過する車両の速度を測定することができる。 
(6) 深層学習によるシーン認識 
 深層学習技術を活用し特定のシーンや状況を学習させ、

それを識別することができる。 
(7) 外部連携 
 MQTT11)、ONVIF M プロファイル 12)などを用いて外

部の制御システムと連携ができる。 
(8) 自動追尾機能 
 動いている対象を自動的に追尾する機能がある。 
(9) 音声解析 
 音声解析機能が搭載されている機種がある。 
 

5. 外周警備システム 

 

5.1 開発の背景 

 図－6、図－7に示す2004年の改正SOLAS条約発効に
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伴う法律改正により、国際港湾施設における侵入者自動

検知装置の設置が求められるようになった。SOLPAKは

侵入者自動検知装置を実現する外周警備システムで

2004 年に初版が開発され、SOLPAK4 はその 4 世代目に

あたる。 
 本システムは港湾警備のために誕生したが、防衛施設

をはじめ港湾施設、空港施設などの外周を警備するシス

テムとして広範な外周警備にも適するものである。 
 

図－6 国土交通省 HP より 「港湾における保安対

策について」 

 

図－7 国際船舶・港湾保安法及び関係法令 
 

5.2 システム概要 

 侵入者保安対策の基本である、ゲート監視・フェンス

監視・カメラ監視・音声警告・通報機能を備えている。 
海中の不審ダイバー監視も対応可能である。 

 センサーには、赤外線方式、振動検知方式、光ファイ

バー方式（開発中）、電磁誘導方式、レーダー方式、レー

ザー方式など、水中光ファイバー方式、さらに画像解析

による AI 活用侵入検知方式も含め各種方式に対応可能

である。 
 人物や車両に対する警備機能として、AI技術による不

審者検知システム、行動解析システム、顔認証システム、

車番認識システムにも対応可能である。 
 監視カメラ映像データ（映像、イベント）の長期記録

や証拠提出には、外部媒体（光ディスク、LTO テープ）

に保存可能である。 
 
5.3 基本監視画面 

 

図－8 基本監視画面 
 
 外周警備を行う基本の操作画面を図－8に示す。 
 警備すべき領域の外周には設置された侵入検知設備

（センサー）が画面上に表示されている。 
 地図上には、監視カメラ・警戒放送設備（スピーカー）

が表示されており、侵入を検知するとそれぞれ対応する

区画が変色し警報状態を表現する。 
 
5.4 システムの構成要素 

 システムの主な構成要素を図－9に示す。 
 

図－9 システム構成要素 
 
(1) 監視カメラ 
 領域周辺部監視カメラ、領域内部監視カメラ、水際領

域監視では水中監視カメラなどが使用される。 
 監視カメラの操作画面は図－10 のように現場の監視

員が迅速に操作できる内容になっている。 

 本警備システムは監視カメラの AI 機能をセンサーと

して対応している。 
(2) 侵入検知設備 
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 ゲート部では赤外線、マイクロ波センサーなどが使用

される。フェンス部では、振動、光ファイバー、マイク

ロ波、レーザーセンサーなどが使用される。 
(3) 警戒放送設備 
 音声放送用スピーカー、自動音声再生器などが使用さ

れる。 
(4) ローカル設備 
 一つの監視対象領域ごとにローカル設備が置かれる。 
 カメラ制御装置、侵入検知制御装置、操作PC、映像録

画装置、映像鮮明化装置から構成される。 
(5) 伝送設備 
 有線伝送機器、無線伝送機器から構成される。 
(6) センター設備 
 複数の監視対象領域がある場合、センターで集中管理

するためにセンター設備が置かれる。 
 監視映像モニター、侵入検知映像モニター、映像録画

装置、操作PC、システム機器状態監視装置、映像鮮明化

装置から構成される。 
 さらに上位センターが存在する場合、センター配下の

領域の警備状態を集約して伝送する装置が設置される。 
 なお、センター・ローカル・伝送設備には疑似機能が

あり設備保守や設備拡充の際に有効に活用される。 

 

図－10 監視カメラ操作画面 
 
5.5 水中監視機能 

 図－11 のように港湾における課題として水中からの

侵入者の問題がある 13)。 
 水中監視の手法としては、以下のようなシステムが存

在する。 
(1) 固定設置された水中カメラと映像鮮明化による水中

可視画像による監視システム 
(2) 水中ドローンによる水中移動体の監視システム 
(3) ダイバーの体内から発生し水中に浸透する生物化学

部質を検知するシステム 
(4) 音響ソナーによる水中移動体の監視システム 
(5) 監視専用海底ケーブルに音響センサーや温度センサ

ーを組み込み、ダイバーの呼吸音や機器音またはダイバ

ーの接近による温度変化を検知するシステム 
(6) 海底光ファイバーケーブルにおけるダイバーや船舶

が発生する振動や圧力の変化を感知して接近を検知する

システム 14) 
 SOLPAK4 では、これらの検知技術との連携に対応可

能である。 

 
図－11 水中監視システムのイメージ（参考文献13）よ

り） 
 

 
図－12 水際監視における映像鮮明化事例 

 
5.6 システムの機能 

 (1) カメラ制御 
・手動制御 カメラを手動で旋回する。 
・自動巡回制御 カメラの監視方向を自動的に巡回して

広範囲を監視する。 
・自動追尾 AI機能と連携して移動体を追跡し複数カメ

ラにわたる広域な不審者追尾に対応する。 
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・プリセット管理 カメラのプリセット設定および呼び

出しを行う。 
・ワイパー管理 ワイパーを制御する。 
・センサー連動 センサーの侵入検知アラームに応じて

カメラの監視方向を自動的にセンサー位置に旋回する。 
(2) アラーム制御 
・センサー信号入力 侵入検知設備のセンサーおよびカ

メラのAI機能によるアラーム信号を入力する。 
・複数カメラ連動 アラーム信号により同時に複数台の

カメラの監視方向を自動制御して侵入者を捕捉する。 
・自動複数モニター連動 監視センターにおける監視モ

ニターを自動切替して侵入者を表示する。 
・音声連動再生 侵入者のセンサー区画に応じて対応す

るスピーカーから自動で警告音声を連動再生する。 
(3) 音声制御 
・自動音声再生 事前に録音された多言語警告音声を自

動再生する。 
・マイク音声 センター監視員によるマイク音声放送を

行う。 
(4) ローカル制御 
・ローカル機器連携 カメラ制御、アラーム制御、音声

制御を連携する。 
・AI 処理 監視カメラのAI 機能と連携して侵入検知の

高度化を行う。 
(5) センター制御 
・ローカル対応 ローカル設備との伝送によりカメラ制

御、アラーム制御、音声制御を連携する。 
・アラームレポート アラーム履歴を管理して統計デー

タを出力する。 
・監視スケジュール 計画的な監視スケジュールの管理、

グループ監視、パターン監視、監視状態の手動変更処理

を行う。 
・機器監視 機器の稼働状態監視、異常時アラーム、機

器設定管理、機器ログ管理、停電対策を行う。 
・外部映像出力 外部提出用に映像を出力する。 
・自己障害回避機能 障害発生時に状況を診断し最適な

動作復帰を支援する。 
 
5.7 対象施設 
 ここでは主に港湾での論述を行ってきたが、基本的に

特定領域に対する警備を行うもので、防衛施設全般、空

港施設、プラント、発電所、浄水施設、寺社仏閣、刑務

所、鉄道施設、学校、データセンター、通信施設、ダム、

橋梁、メガソーラー施設などが対象となる。 
 
5.8 海上ブイ警備システムへの応用 

 SOLPAK4 は各種センサーに連動して領域を監視する

機能から、警備システムを海上に設置することも概念的

に可能となる。 
 ここでは昨今の我が国近海における海上警備を強化す

る観点から、大型海上ブイにおける対応を検討すること

とする。 

 
図－13 海上ブイ警備システム概念図 

 
 図－13の海上ブイ警備システムは以下の機能を持つ。 
(1) 大型海上ブイ(海面上約 10m,直径約 2m)上 に制御機

能を含め自律設置する 15)。 
(2) 太陽電池と第 4 世代リチウムイオンバッテリーで電

源を確保する。 
(3) レーザーセンサーで全方位範囲中距離を監視する。 
(4) カメラは可視光・赤外線 2 眼カメラで全方位を監視

する。 
(5) 夜間接近検知時に点灯する赤外線投光器（検知され

にくい長波長光源対応）で全方位を照射する。 
(6) 通信機能はイリジウム衛星通信から HF 帯までマル

チバンドで対応する。 
(7) 小型電波レーダーによる探査は電力面を考慮してイ

ンターバル動作で対応する。 
(8)  AIS電波受信による一般船舶認識を行う。 
(9) 水中監視カメラと映像鮮明化で水中監視に対応する。 
(10) 有事は音声警告に対応する。 
(11) さらに有事は超大音響警告に対応する。 
(12) ブイ上に待機する空中ドローンの自動発着進に対

応する。 
(13) ブイ水中に待機する水中ドローンの自動発着進に

対応する。 
(14) 以下についても搭載検討の可能な対象機器である。 
 PAR フェーズドアレイレーダ 
 RWR レーダー警報受信機（ミサイル照準電波感知） 
 ZQQ 複合ソナー （ダイバー、潜水艦感知） 
 SOSUS 水中固定聴音機（潜水艦感知） 
 MAD 磁気探査装置（潜水艦感知） 
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5.9 ONVIFプロトコル 

 ONVIF（Open Network Video Interface Forum）は、ネッ

トワークビデオ機器（カメラ、NVR、録画機、VMS な

ど）間の相互運用性を確保するために設立された国際的

な標準化団体である。ONVIFの主な目標は、異なるメー

カーの製品間での通信やデータのやり取りを円滑にし、

システムの統合を容易にすることである。 
 オープンな規格 ONVIF はオープンな業界標準であり、

誰でも参加・利用できる仕様である。これにより、異な

るメーカーや製品の間で共通の通信方法を提供できる。 
 ONVIF の仕様に準拠した製品同士は、互換性を持ち、

簡単に組み合わせて使用できる。 
ONVIFには表－1に示すプロファイルがあり、これら

は特定の機能セットを提供する。 
 特にプロファイル M は AI と関係が深く、メタデー

タや分析イベント（顔認識、ナンバープレート認識、動

体検出など）を取り扱うプロファイルで、AI機能が強化

されたカメラやデバイスで利用される機能である。 
 

表－1 ONVIFプロファイル一覧(参考文献16)より) 

 

 

6. おわりに 

 映像鮮明化技術、目標の探知・識別や情報の収集・分

析を目的としたデバイスの AI 技術を活用した外周警備

システムSOLPAK4について論述した。 
 AI 技術で検知された情報を時系列に解析することで、

事案予測を含めたさらに高度な警備システムに発展でき

る可能性がある。 
 AI 技術の活用は深層学習を中心にますます高度化さ

れるものと考えられる。 
 今後、さらに多くの事例を通じ、本論文で論述した手

法が外周警備システムとして有効に機能することを検証

していきたい。 
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